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4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

4.1 検証対象ダム事業等の点検 

検証要領細目に基づき、霞ヶ浦導水事業の点検を行った。 

 

4.1.1 総事業費及び工期 

現在保有している技術情報等の範囲内で、今後の事業の方向性に関する判断

とは一切関係なく、現在の事業計画を点検した。 

また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の新規

利水、流水の正常な機能の維持、水質浄化の代替案のいずれの検討に当たって

も、さらなるコスト縮減や工期短縮などの期待的要素は含まないこととする。 

なお、検証の結論に沿っていずれの対策を実施する場合においても、実際の

施工に当たってはさらなるコスト縮減や工期短縮に対して最大限の努力をする。 

 

(1) 総事業費 

1) 点検の概要 

【現計画の内容の点検】 

平成 19 年度以降現時点までに得られている取水施設工事、導水施設工

事の実施設計等の新たな情報も踏まえ、残事業費について以下の観点から

算定した。 

・ 実施済み額については、契約実績等を反映 

・ 設計数量の精度が向上した項目は、それを反映（地質条件、工法変更

に伴うものを含む）。 

・ 物価の変動を反映。 

 

【事業検証に伴う要素の点検】 

工期遅延に伴う要素（工事諸費、完成施設の維持管理など年数の経過と

ともに増額） 

 

【その他】 

総事業費については、気象、地盤条件等の自然条件及び試験通水結果等

により変動する可能性がある。 

 

総事業費の点検結果を示せば、表 4.1-1 のとおりである。 

なお、今回の検証に用いる残事業費は、平成 26 年度以降を想定し、表 

4.1-1「霞ヶ浦導水事業 総事業費の点検結果（案）」に示した「H26 以降残

額」に「事業検証に伴う要素（工期遅延（６年）に伴う要素）」を加えた額、

約 440 億円とした。 
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4. 
霞
ヶ
浦
導
水
事
業
検
証
に
係
る
検
討
の
内
容

（単位：億円）

① ② ③＝②－①

建設費 1,785.6 1,753.4 -32.1 1,363.9 389.5 10.5

工事費 1,364.9 1,339.6 -25.3 965.5 374.1 4.0

取水施設費 349.2 351.8 2.6 316.7 35.1 0.0

第１機場費 224.1 226.5 2.4 214.8 11.7 0.0

桜川機場費 36.3 36.3 0.0 36.3 0.0 0.0

第２機場費 23.2 23.5 0.3 ・物価の変化による金額変更（0.3億円） 0.0 23.5 0.0

第３機場費 65.5 65.5 0.0 65.5 0.0 0.0

導水施設費 937.5 915.4 -22.1 577.3 338.2 0.0

第１導水路費 910.5 888.5 -22.1 550.3 338.2 0.0

第２導水路費 27.0 27.0 0.0 27.0 0.0 0.0

管理設備費 78.3 72.4 -5.8 71.6 0.8 4.0 整備済みの施設の維持管理及び工事用借地の継続等

測量設計費 273.8 267.3 -6.5 263.6 3.7 5.7

用地費及び補償費 90.9 90.9 0.0 79.2 11.7 0.0

船舶及び機械器具費 49.3 49.0 -0.3 49.0 0.0 0.2

営繕・宿舎費 6.7 6.6 -0.1 6.6 0.0 0.6

0.0 0.0

工事諸費 114.4 140.6 26.2 127.7 12.9 28.3

事業費 1,900.0 1,894.0 -6.0 1,491.6 402.5 38.9

注１：この検討は、今回の検証プロセスに位置づけられている「検証対象ダム事業等の点検」の一環として行っているものであり、現在保有している技術情報等の範囲内で、今後の事業の方向性に関する判断とは一切関係なく、現在の事業計画を点検するものです。
また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の新規利水、流水の正常な機能の維持、水質浄化の代替案のいずれの検討に当たっても、さらなるコスト縮減や工期短縮などの期待的要素は含まないこととしています。
なお、検証の結論に沿っていずれの対策を実施する場合においても、実際の施工に当たってはさらなるコスト縮減や工期短縮に対して最大限の努力をすることとしています。

注２：総事業費については、気象、地盤条件等の自然条件及び試験通水結果等により変動する可能性があります。
注３：四捨五入の関係で、合計と一致しない場合があります。
注４：今後の不測の事態(気象、地盤条件等)の備えとして、平成19年度の事業費精査により生じた約3.4億円が含まれている金額です。
注５：今回の点検の結果、生じた金額。検証の結果を踏まえ事業継続になった場合、今後の不測の事態(気象、地盤条件等)に備え保留予定です。

点検後事業費

Ｈ22Ｐ

・自然条件等に対する設計・施工計画変更による金額変更（△15.2億円）
（対策工（浄化施設、高浜放流施設）
・物価の変化による金額変更（△0.8億円）
・支出科目の見直しによる金額変更（△2.7億円）
・不測の事態への備え（△3.4億円）注4

項 細目 工種

現計画事業費

Ｈ19Ｐ

増減額

工期遅延（6年）に伴う要素

金額

H26以降

残額

内容

事業検証に伴う要素

・自然条件等に対する設計・施工計画変更による金額変更（1.9億円）
（取水樋管、雑工（仮締切、護岸工）
・コスト縮減の取り組み等による金額変更（△0.3億円）
（取水樋管のゲート設備開閉装置）
・物価の変化による金額変更（0.8億円）

H25迄

実施済み額
増減理由（③）

水文観測等の継続調査

借地及び事務所維持補修等

・物価の変化による金額変更（0.3億円）
・支出科目の見直しによる金額変更（△5.8億円）
・支出実態等に即した金額変更（△1.0億円）

通信設備維持経費

人件費・事務費、広報費、車両費等
・支出科目の見直しによる金額変更　 8.8億円
・支出実態等に即した金額変更　17.4億円

・支出科目の見直しによる金額変更（△0.3億円）
・物価の変化による金額変更（△0.0億円）
・支出実態等に即した金額変更（△0.0億円）

・物価の変化による金額変更（0.0億円）
・支出実態等に即した金額変更（△0.1億円）

・コスト縮減の取り組み等による金額変更（△5.2億円）
（諸設備（施設監視設備））
・物価の変化による金額変更（0.0億円）
・支出実態等に即した金額変更（△0.7億円）

注４

注４ 注５

表 4.1-1 霞ヶ浦導水事業 総事業費の点検結果（案） 
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(2) 工期 

工期の点検にあたっては、平成 19 年度以降現時点までに得られている最新

の事業進捗状況等を踏まえ、検証完了時期から事業完了までに要する取水施設

工事、導水施設工事等の必要な工程を、以下の観点から算定した。 

・ 取水施設工事、導水施設工事等については、可能な限り速やかに入札契

約手続に着手し、必要な工程を確保することを想定。 

・ 補償等の工程は、事業完了までに必要な補償等を完了させることを前提。 

 

残工事の工期を算定した結果、表 4.1-2 に示すとおり石岡トンネル工事の入

札公告から試験通水の終了までに 84 ヶ月程度必要と考えられる。 

 

表 4.1-2 霞ヶ浦導水事業 工期の点検結果（案） 
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4.2 水質浄化の観点からの検討 

 

4.2.1 霞ヶ浦導水検証における河川整備計画相当の目標水質 

4.2.1.1 霞ヶ浦の目標水質 

検証要領細目において、導水路に関する事業については、必要に応じ、当細目に

示す趣旨を踏まえて検討を行う旨が規定※１されている。また、複数の治水対策案

は、河川整備計画において想定している目標と同程度の目標を達成することを基本

として立案することが規定※２されている。さらに、河川整備計画が策定されてい

ない水系においては、河川整備計画に相当する整備内容の案を設定することと定め

られている。 

霞ヶ浦は「河川整備計画が策定されていない」に該当するため、霞ヶ浦導水事業

の検証にあたっては、検証要領細目に基づき河川整備計画相当の目標水質を設定し、

整備内容の案を設定して検討を進めることとする。 

 

※１ 「検証要領細目」（抜粋） 

洪水調節、新規利水、流水の正常な機能の維持以外の目的（発電（他の水利使用に従属す

るものを除く。）等）については、必要に応じ、本細目に示す趣旨を踏まえて、目的に応じた

検討を行う。また、導水路に関する事業等についても、必要に応じ、本細目に示す趣旨を踏

まえて検討を行う。 

 

※２ 「検証要領細目」（抜粋） 

個別ダムの検証においては、まず複数の治水対策案を立案する。複数の治水対策案の一つ

は、検証対象ダムを含む案とし、その他に、検証対象ダムを含まない方法による治水対策案

を必ず作成する。検証対象ダムを含む案は、河川整備計画が策定されている水系においては、

河川整備計画を基本とし、河川整備計画が策定されていない水系においては、河川整備計画

に相当する整備内容の案を設定する。複数の治水対策案は、河川整備計画において想定して

いる目標と同程度の目標を達成することを基本として立案する。 

 

霞ヶ浦は湖沼水質保全特別措置法第３条の指定湖沼であることから、霞ヶ浦流域

の茨城県・千葉県・栃木県は湖沼水質保全特別措置法第４条に基づき「霞ヶ浦に係

る湖沼水質保全計画」を策定している。「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画」におけ

る長期ビジョンの計画の目標及び対策は「「泳げる霞ヶ浦」（霞ヶ浦の湖水浴場が賑

わっていた昭和４０年代前半の状況）及び「遊べる河川」を実現するため、概ね平

成 32 年度に全水域平均値でＣＯＤ５mg/L 台前半の水質を目指すこととし、流域

の生活排水対策や畜産対策、さらに農地・市街地等からの流出水対策等、全ての汚

濁発生源で例外なく排出負荷の削減に取り組むとともに、湖内湖植生浄化施設(ウ

ェットランド)の整備や湖岸植生・砂浜の保全・再生等の湖内対策、浄化用水の導

水等の対策を進める」、と記載されており、霞ヶ浦導水事業は「霞ヶ浦に係る湖沼



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-5

水質保全計画」長期ビジョンの計画の目標を実現するための対策のひとつとなって

いる。 

「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画」は湖沼水質保全特別措置法に基づく法定計画

であり、計画策定にあたっては、「当該湖沼水質保全計画に定められる事業を実施

する者(国を除く)及び関係市町村長の意見を聴き、かつ、当該指定湖沼を管理する

河川管理者（河川法(昭和 39 年法律第 167 号)第 7 条（同法第百条において準用す

る場合を含む。）に規定する河川管理者をいう。以下に同じ。）に協議するとととも

に、環境大臣に協議しなければならない」、とされており、かつ、パブリックコメ

ントの実施や「県民の意見を聞く会」の開催などによる意見募集を経て、策定され

たものである。 

そこで、霞ヶ浦については、「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画」と整合を図り、

河川整備計画相当の目標水質として、全水域の平均値で COD５mg/L 台前半の水

質を目指すこととする。 

 

4.2.1.2 桜川及び千波湖の目標水質 

桜川及び千波湖に関しては「那珂川圏域河川整備計画」が策定されている。 

「那珂川圏域河川整備計画」において、水質の保全及び改善の目標については、

「各河川の類型指定による環境基準値によるものとし、現在，類型指定されていな

い河川についても、環境部局等との連携を図りながら水質の保全・改善について検

討していくものとする」、とされており、桜川は河川 C 類型に指定されていること

から、桜川の水質の保全及び改善の目標は環境基準値（河川 C 類型 BOD5mg/L

以下）である。 

したがって、桜川について、河川整備計画において想定している目標水質は、環

境基準値(河川 C 類型 BOD5mg/L 以下）である。 

一方、千波湖は類型指定されていない。桜川及び千波湖に関しては、環境部局等

との連携を図りながら水質の保全・改善について検討を行い、「第二期水環境改善

緊急行動計画・桜川清流ルネッサンスⅡ」（平成 19 年 2 月 桜川清流ルネッサン

スⅡ地域協議会、平成 24 年 3 月に中間年見直し版が策定）（以下「桜川清流ルネ

ッサンスⅡ」という。）が策定されている。 

「桜川清流ルネッサンスⅡ」の計画目標水質は、「桜川・沢渡川・逆川の目標水

質は、散策等の親水活動、環境基準（C 類型）等を考慮して、BOD5mg/L 以下を

目標水質とする。また、桜川下流については夏季のアオコ発生による水質悪化が顕

著であるため、夏季においても BOD5mg/L 以下を目指すものとする。千波湖の水

質目標は、アオコの発生の削減、親水活動や水戸市の水質保全計画等を考慮して、

COD8mg/L 以下を水質目標とする。特に、夏季のアオコ発生による水質悪化が顕

著であるため、夏季においても COD8mg/L 以下を目指すものとする」、とされて

いる。 
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そこで、千波湖について、河川整備計画において想定している目標水質は、「桜

川清流ルネッサンスⅡ」の計画目標（COD8mg/L 以下、夏季においてもCOD8mg/L 

以下）である。  
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4.2.2 複数の水質浄化対策案(霞ヶ浦導水を含む案)  

4.2.2.1 霞ヶ浦 

霞ヶ浦における複数の水質浄化対策案（霞ヶ浦導水事業を含む案）の検討におい

ては、「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画」において、「泳げる霞ヶ浦」（霞ヶ浦の湖

水浴場が賑わっていた昭和 40 年代前半の状況）及び「遊べる河川」を実現するた

め、流域の生活排水対策や畜産対策、さらに農地・市街地等からの流出水対策等、

全ての汚濁発生源で例外なく排出負荷の削減に取り組む、とされており、これらの

対策と整合を図りつつ、湖内湖植生浄化施設(ウェットランド)の整備や湖岸植生・

砂浜の保全・再生等の湖内対策、浄化用水の導水の実施による、所要の効果発現を

図ることを基本とする。 

なお、浄化用水の導水については、鬼怒川から導水することも考えられるが、コ

スト面で現計画が有利であることを確認している。 

 

 

4.2.2.2 桜川・千波湖 

桜川・千波湖における複数の水質浄化対策案（霞ヶ浦導水事業を含む案）の検討

においては、河川整備計画において、公共下水道の整備等の生活排水対策やゴミ問

題について地域及び関係機関と協力・連携を図り、河川水質のさらなる改善に努め

るもの、とされており、これらの対策と整合を図りつつ、浄化用水の導水の実施に

よる所要の効果発現を図ることを基本とする。 
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4.2.3 複数の水質浄化対策案の立案（霞ヶ浦導水事業を含まない案） 

4.2.3.1 水質浄化対策案立案の基本的な考え方 

霞ヶ浦導水事業を含まない対策案の立案は、公表されている国や地方自治体等の

浄化実施事例の他、公的機関・研究機関や関係する学会等における文献等を可能な

範囲で収集・整理した、280（現計画を除く）の水質浄化技術を組み合わせて、で

きる限り幅広い水質浄化対策案を立案することとする。 

表 4.2-1 に水質浄化技術を示す。 

 

表 4.2-1(1) 280（現計画を除く）の水質浄化技術 

 

 

 
  

対策場所 水質浄化技術
堰設置（ラバー堰）

滞水池

傾斜板

不織布

凝集沈殿処理

酸化池法

凝集沈殿急速ろ過施設

上向流浮上ろ過

マイクロストレーナー

長毛ろ過

浸透ろ過法

膜ろ過（MF/UF/RO）

活性炭浄化法

生物膜ろ過

接触酸化施設（礫、プラスチック、ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ材、木炭、炭素繊維、不織布、樹脂粒、貝

殻）

上向流木炭接触酸化法

回転円板法

オキシデーションディッチ法

糸状藻類による栄養塩除去

ディープシャフト法（浮遊生物法）

多段土壌浄化法

上向流土壌浄化

土壌浄化施設（浸透法）

植生浄化（引き込み）施設

水耕法

浮標植物法

ビオトープ

堤脚水路浄化

植物浄化田

水田・畑地における浄化

内湖、ため池における浄化

休耕田などを活用した水質浄化

ホテイアオイを活用した流入河川の水質浄化対策

水草刈り取り

底泥対策 河道内底泥浚渫 河道内浚渫

河川内曝気

瀬と淵の設置

薄層流法

薄層流水路の併設・せせらぎなどが持つ浄化機能により水質浄化

床止め等落差曝気

噴流式水質浄化システム（高効率気液溶解装置）

電気分解装置

紫外線照射法

浄化用水の導入（現計画）

地下水

伏流水（湧水）

方策（浄化メカニズム）

希釈 希釈

電気化学的処理法

沈殿

ろ過

接触酸化法

土壌処理法

植生浄化法

酸素供給

直接浄化

酸素供給

その他

河川対策

湖沼対策
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表 4.2-1(2) 280（現計画を除く）の水質浄化技術 

 
 
 

  

対策場所 水質浄化技術
滞水池

副ダム

ウェットランド（湖内湖）

分画フェンス

囲い堤

ろ過 ろ過（河川対策と同様）

接触酸化法 接触酸化法（河川対策と同様）

土壌処理法 土壌浄化法（河川対策と同様）

植生浄化法 植生浄化法（河川対策と同様）

ヨシ原の適正管理

ヨシなど水生植物帯の造成

湿地帯の整備

浮島

ジェットストリーマー（湖水循環）

流動促進

密度流拡散装置

導流堤、トレンチ、作れい

流路転換

湖沼分離

選択放流

塩淡境界層制御

表層水供給

湖水流動化等

噴水

曝気による湖内循環

曝気装置

全層曝気

浅層曝気

深層曝気

噴水

なぎさ護岸

マイクロバブル

高濃度酸素水の導入

湖内底泥浚渫 底泥浚渫

底泥置換覆砂工法

底泥被覆（湖内材料）

底泥被覆（湖外材料）

吸着覆土剤による底泥対策

アオコ回収システム

藻類除去

外来性の魚食魚の幼魚を駆逐することによる動物プランクトンの増加

ダフニアなどの大型動物プランクトンの放流

コイ科の底棲魚の除去

二枚貝の資源量の維持・回復

フサジュンサイの繁茂

シジミ浄化

浅場、藻場の造成による自然の自浄機能の回復

前浜及び植生帯の保全と整備

湖沼生態系の保全・回復

湿地・ワンド等の保全再生

生態系の保全と自然浄化機能の回復

水生植生帯の造成や多様な生物が豊富に生息する生態系の保全･回復

水位低下・干し上げ

発光ダイオードによる底泥浄化技術

微生物製剤・酵素の投与

栄養塩不活性化処理

嫌気化抑制（微生物製剤）

殺藻剤・除草剤処理

凝集剤による水質浄化

浄化材投入

殺藻処理

電気分解装置

紫外線照射法

日照遮断 遮光設備

水位管理 適正な水位管理

方策（浄化メカニズム）

沈殿

酸素供給

電気化学的処理法

植生利用

流動制御

その他

底泥対策

直接回収

薬品等の散布

薬品等の散布

湖内底泥被覆

藻類回収

生態系制御

湖沼対策

湖沼対策

その他

直接浄化

植生利用

流動制御

酸素供給
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表 4.2-1(3) 280（現計画を除く）の水質浄化技術 

 

 

  

対策場所 水質浄化技術
下水道の整備

下水道の接続の促進

合流式下水道の改善

農業集落排水対策の推進

農業集落排水施設の接続率の向上

生活雑排水処理施設の普及促進

単独処理浄化槽の新増設

単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換促進

し尿処理施設の整備

浄化槽の適正な設置・維持管理の確保

法定検査受検率向上と不適正管理の浄化槽の削減

汲み取りし尿及び浄化槽汚泥の処理の継続

下水道の整備計画区域を除く地域の合併浄化槽・し尿処理施設の普及促進

生活排水汚濁水路の直接浄化対策

家庭からの汚濁物質の流出の低減化

食物残さ・廃食用油の流出防止等の強化

廃食用油回収施設の設置

廃食用油回収車両の購入

廃食用油燃料化施設の設置

ごみ処理施設・粗大ごみ処理施設・最終処分場の整備

RO膜による下水処理水等の高度処理

オゾンによる下水処理水等の高度処理

活性炭による下水処理水等の高度処理

農業集落排水施設の高度処理能力を備えた処理施設の整備

高度処理能力を有する合併処理浄化槽等の普及

し尿処理施設の高度処理

重点地域におけるより一層の合併浄化槽・し尿処理施設の高度処理能力施設の普及

下水処理水の放流先変更 下水処理水の放流先変更

下水処理水の自然浄化 下水処理水の自然浄化

有リン剤の使用禁止 りんを含む家庭用合成洗剤の使用等の禁止

野積みや不適切な管理を解消

素掘貯留等の解消

家畜糞尿処理施設の整備

畜舎管理の適正化

飼料管理施設

畜舎等の構造・使用方法等に関する規制

畜舎等に係る排水濃度規制

事業者に対する指導・勧告・立ち入り検査等の実施

家畜糞尿の農地還元を基本とした適正な処理の促進

家畜排せつ物の適正処理や生産堆肥の有効利用

畜産堆肥の利用の適正化

液状物の浄化等による農地への還元負荷の低減

堆きゅう肥の広域流通の推進

家畜排せつ物の年間発生量や処理方法・数量などの記録の指導

経営内のリサイクル等高度処理への取組を推進

稲わら等の地域未利用資源の飼料としての活用等（流域内の資源循環を促進）による流域外からの負荷源の搬

入抑制

酪農排水路による水質浄化

方策（浄化メカニズム）

点源負荷対策

畜産排泄物処理による負荷削減

下水道等の高度処理

下水道等の整備

流域対策
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表 4.2-1(4) 280（現計画を除く）の水質浄化技術 

 
 

  

対策場所 水質浄化技術
水質汚濁防止法及び上乗せ条例に基づく濃度規制並びに総量削減基準の遵守の徹底

立ち入り検査等による排水基準遵守の徹底

水質汚濁防止法等に係る違法行為に対する指導取締りの強化

指導・環境管理・監査の推進

新増設に伴う汚濁負荷の増大の抑制

新規立地工場等に対する指導

湖沼特定事業場の新増設に伴う汚濁負荷量の増大を抑制するための汚濁負荷量の規制基準の遵守徹底

一定規模以上の新増設の湖沼特定事業場に対する排水負荷量規制基準の適用

排水処理技術導入等の指導

一定規模以上の特定事業場に対する上乗せ排水基準の適用

一定規模以上の特定事業場及び湖沼水質保全特別措置法のみなし指定地域特定施設を設置する事業場に対

する、BOD，COD，T-N，T-P含有量等に係る上乗せ排水基準の適用

湖沼水質保全特別措置法施行令に基づく指定施設及び準用指定施設に対する構造及び使用の方法に関する

基準の制定や工場・事業場に対する規制の強化

水質汚濁防止法の特定施設以外の施設に対する上乗せ排水基準と同様の規制の実施

小規模事業場等の排水対策の推進

小規模事業場に対する排水基準の適用や既設の工場･事業場に対する新設の工場･事業場と同等の排水基準

の適用などの規制の強化

湖沼水質保全特別措置法に基づく負荷量規制の対象事業場の拡大や一定規模未満の小規模特定事業場に対

する排水基準の適用

これまで未規制となっていた事業場への規制の実施

規制対象外の工場・事業場への指導等

有害物質の適正な管理

漁獲による汚濁負荷の削減

生産規模の適正化

死魚の適正処理等に関する規制基準の遵守の徹底

漁種の転換

こい養殖の逓減

水産資源の維持増大のためのウナギ種苗の放流や魚介類の産卵・育成の場となる水生植物帯の造成等によっ

て漁獲量の向上

未利用雑魚の捕獲・魚体からの窒素リンの回収促進

漁獲による窒素及びりんの湖外への持ち出しの促進

外来魚等の捕獲や繁殖抑制

網いけす養殖業に係る汚濁負荷対策

飼料の投与等に関する規制基準を定めその遵守・徹底

低蛋白・高カロリーの改善餌料の使用徹底や養殖生産規模の削減

被覆作物（カバークロップ）の作付等による表土や肥料成分の流出抑制を推進

浅水代掻きによる濁水流出防止

畦畔波板の設置による漏水防止

ハス田の流出対策

水田における水管理

かけ流しの防止

表面流出を防止するため麦類の作付の推進

循環かんがい

農村地域の水路、ため池などが本来有している自然浄化機構の積極的な活用

農業用水等への自然浄化機能付与（浄化型農業用排水路の整備）

農業用排水路の浚渫

防風対策

土壌表面の被覆

標準的な施肥量を示す基準の見直し・土づくり

土壌診断に基づく適正な施肥指導

肥料資材の改良

減化学肥料栽培

無代掻き移植栽培

溶出抑制肥料の利用

施肥調整（施肥量の適正化）

施肥方法の改善

方策（浄化メカニズム）

流域対策

エサの量の適正化

農地における浄化

工場・事業場等排水の負荷削減

漁獲量の調整

点源負荷対策

農地における負荷削減
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表 4.2-1(5) 280（現計画を除く）の水質浄化技術 

 

  

対策場所 水質浄化技術

施肥方法の検討（マルチ内へ）

施肥田植機の導入による施肥法の改善

側条施肥

稲箱施肥

肥効調節型肥料の施行

展示圃等での適正施肥の指導

地下水汚染の防止

輪作

田植行程の改善

初期雨水掃流負荷の貯留・処理

市街地における雨水浸透枡の設置促進等の水循環回復(地下浸透の促進)

遊水地等の設置

雨水滞水池

雨水調整池

貯留管

浸透U字溝

道路浸透ます

透水性舗装

浸透池、乾式井戸、湿式井戸

屋上貯留

各戸貯留（棟間貯留）

広場貯留

校庭・運動場貯留

駐車場貯留

公園・緑地貯留

校庭貯留施設

ため池貯留施設

地下貯留施設

ダム型貯留施設

掘り込み型貯留施設

道路・雨水排水路の清掃

雨水マス・管渠の清掃

小水路・宅地等の清掃

歩道や側溝の清掃

都市公園等の整備管理

緑地の保全その他湖辺の自然環境の保護（現存湧水の保全）

森林等の適正管理（間伐の推進等）

荒廃した森林の適正管理や植林の推進

新規開発地域における緑地面積の確保

水源かんよう機能を向上するための保安林の指定区域の拡大

渓畔林・河畔林の整備

濁水防止工等の整備

透水ダム工等の整備

下刈りや除・間伐、簡易な防災施設（木柵等）の整備

流木防止施設整備や流木の除去

ゴルフ場・観光施設等の負荷対策

不法投棄防止

方策（浄化メカニズム）

農地における負荷削減

面源負荷対策流域対策

市街地における負荷削減

山林の保全等



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-13

 

 

 
 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-14

 

 

 
 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-15

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-16

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-17

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-18

 
 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-19

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-20

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-21

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-22

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-23

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-24

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-25

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-26

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-27

 

 

 
 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-28

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-29

 

 

 

 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-30

 

 

 
 



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-31

 

 

  



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-32

4.2.3.2 複数の水質浄化対策案の立案 

(1) 複数の水質浄化対策案の立案に用いる水質浄化技術の抽出 

1) 霞ヶ浦 

対策案の立案に用いる水質浄化技術の抽出にあたっては下記のとおり実

施する。 

① 水質浄化技術の分類 

表 4.2-1 に示した水質浄化技術（現計画を除く 280 技術）について対

策場所（湖沼・河川・流域）と浄化方式（直接浄化・直接浄化以外）によ

り４グループに分類する。 

グループ A  「湖水を直接浄化するグループ」 59 技術 

（代表例）接触酸化(湖沼)、ろ過(湖沼）など 

グループ B  「河川水を直接浄化するグループ」 42 技術 

（代表例）接触酸化(河川)、ろ過(河川)など 

グループ C  「湖内、河川において直接浄化によらない方式のグルー

プ」 33 技術 

(代表例）浚渫(湖沼) など 

グループ D  「流域対策グループ」 146 技術 

(代表例）下水道等の高度処理 

水質浄化技術の分類結果は表 4.2-2～表 4.2-5 のとおり。 

 

表 4.2-2(1)  水質浄化技術の分類結果 

 

 

 

グループ 対策場所 方策 浄化方式 水質浄化技術 技術の概要

A 湖沼対策

沈殿

直接浄化

ウェットランド（湖内湖） 流入河川河口部に汚濁沈殿池を設置して、周辺に植生帯を整備する方式。

A 湖沼対策

接触酸化法

直接浄化

接触酸化施設（礫、プラスチック、ひも状、コンク

リート・砕石、浮遊ろ材、木炭、炭素繊維、不織布、

樹脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面に形成された付着生物膜を利用して水中の

有機物などを吸着・分解により除去する手法。

A 湖沼対策
ろ過

直接浄化
浸透ろ過法

（砂ろ過）

砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式

A 湖沼対策
土壌処理法

直接浄化
土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

A 湖沼対策
ろ過

直接浄化
マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続的にろ過・除去する

A 湖沼対策
ろ過

直接浄化
長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過する

A 湖沼対策

植生浄化法

直接浄化

植生浄化（引き込み）施設

（湿地法表面流れ方式）

自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解

の機能により汚濁物質を除去する。

A 湖沼対策

土壌処理法

直接浄化

多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構

造の施設による土壌浄化。

A 湖沼対策

接触酸化法

直接浄化

上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果などを積極的に利用し、栄養塩類についても

一定の除去が期待できるものである。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さくでき

る。

A 湖沼対策
ろ過

直接浄化
活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

A 湖沼対策

植生浄化法

直接浄化

水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎

が密に繁茂している。基材には、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

A 湖沼対策
沈殿

直接浄化
滞水池 ファーストフラッシュなど汚濁負荷の多い流入水を一時貯留し、沈殿させる。

A 湖沼対策
沈殿

直接浄化
副ダム 湖沼流入部に小規模なダムを建設し、流入河川水を一時滞留させることにて懸濁態有機物と栄養塩を沈殿・除去する。

A 湖沼対策

電気化学的処理法

直接浄化

電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を

分離して水質浄化を図る。

A 湖沼対策

沈殿

直接浄化

囲い堤 流入河川河口部に囲い堤を設置して囲い込み水域を設定し水域内の水質改善及び流入汚濁負荷の封じ込めによる周囲水

域の水質改善を図る。

A 湖沼対策

沈殿

直接浄化

分画フェンス 湖沼表層を止水性の「分画フェンス」などで仕切り、アオコ等の浮遊汚濁物の拡散防止を図ることによって、植物プランクトン

の増殖を抑制する。

A 湖沼対策
ろ過

直接浄化
凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた浄化方式である。

A 湖沼対策

ろ過

直接浄化

上向流浮上ろ過 浮遊物の多いあるいは負荷量の大きい流入河川の流路に、浮遊ろ材あるいは急速ろ過のろ材に原水を通し浮遊物質及び高

濃度物質を除去する

A 湖沼対策

ろ過

直接浄化

生物膜ろ過 ろ材粒子表面に微生物を生息させることにより、浮遊物をろろ別するとともに、付着した微生物の働きにより溶解性物質を除

去する。（緩速ろ過法）

A 湖沼対策

ろ過

直接浄化

膜ろ過（MF/UF/RO） 膜をろ材として圧力差により水を通し、汚濁物質や不純物をろ過する。膜の種類から精密ろ過（ＭＦ）、限外ろ過（ＵＦ）、逆浸

透（ＲＯ）に大別される。
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表 4.2-2(2)  水質浄化技術の分類結果 

 
 

  

グループ 対策場所 方策 浄化方式 水質浄化技術 技術の概要

A 湖沼対策

接触酸化法

直接浄化

糸状藻類による栄養塩除去 増殖能力が高く水温の適応範囲が広い糸状藻類群集を通年連続培養できる糸状藻類活用システムを用いて湖沼に流入す

る河川水から溶解性栄養塩を除去する。

A 湖沼対策

接触酸化法

直接浄化

回転円板法 円板の回転により、円板表面の好気性微生物群に人為的に酸素を供給し、水中の有機物などを吸着・分解により除去する。

BOD,SS　200mg/l程度の汚濁水を対象とした技術である。

A 湖沼対策

接触酸化法

直接浄化

オキシデーションディッチ法 ロータ等によって汚水を循環させながら、エアレーションし、微生物（活性汚泥）により有機物等を酸化、分解、吸着により浄

化する

A 湖沼対策

接触酸化法

直接浄化

ディープシャフト法（浮遊生物法） 地下数10mの深さの施設に微生物（活性汚泥）を入れ、エアレーションを行いDOを供給し、有機物等を酸化、分解、吸着によ

り浄化する

A 湖沼対策

土壌処理法

直接浄化

上向流土壌浄化 土壌浸透によるろ過、吸着やイオン交換による物理化学的作用また、土壌微生物等による生物学的作用によって除去す

る。下から上へ通水させる上向流方式。

A 湖沼対策

植生浄化法

直接浄化

浮標植物法 処理槽を設け、浮漂植物（ホテイアオイ、ウキクサ）を投入したもの。もしくは、湖沼や河川の水面を仕切り、浮漂植物を投入し

たもの。

A 湖沼対策
植生浄化法

直接浄化
ホテイアオイを活用した流入河川の水質浄化対策 ホテイアオイを活用し、流入河川の水質浄化を行う。

A 湖沼対策
植生浄化法

直接浄化
堤脚水路浄化 堤脚水路に植物を植えてたイカダを浮かべ、植物による水質浄化を行う。

A 湖沼対策

植生浄化法

直接浄化

ビオトープ 自然又は人工的に造成された湿地に配した植物による水質改善効果とともに生物の多様性を求めたもの。水深や形状は多

様でビオトープの機能も有する。

A 湖沼対策
植生浄化法

直接浄化
植物浄化田 汚濁水を植物を植えた浄化施設（浄化田）に導水し、湛水して浄化させる。

A 湖沼対策
植生浄化法

直接浄化
水田・畑地における浄化 水田・畑地での植生浄化、沈殿、脱窒により窒素等について水質浄化を行う。

A 湖沼対策

植生浄化法

直接浄化

休耕田などを活用した水質浄化 水田に１年を通じて水を張り（通年湛水）、代かきをせず田植えする（不耕起栽培）ことで、硝酸塩を脱窒分解しやすい還元的

な環境をつくり、湖への窒素流入量の削減を図る。

A 湖沼対策
植生浄化法

直接浄化
内湖、ため池における浄化 内湖、ため池内で沈殿や植物による栄養塩の取り込みなどによって水質を浄化する。

A 湖沼対策
植生浄化法

直接浄化
水草刈り取り 水草（植物体）を刈り取り、水草に含まれる有機物を系外に持ち出す手法

A 湖沼対策

植生利用

直接浄化

ヨシなど水生植物帯の造成 湖岸帯にヨシ等の群生を再生させ,その水生植物の体内にN，P等の栄養塩を取り込むことにより，水質の改善を図るものであ

る。

A 湖沼対策
植生利用

直接浄化
湿地帯の整備 湿地の回復を図るなど多様な生態系を活かした湖沼環境の保全と回復を図る。

A 湖沼対策
植生利用

直接浄化
ヨシ原の適正管理 ヨシの成長を促進するため、ヨシの刈り取りを行い適正管理を図る。

A 湖沼対策
流動制御

直接浄化
流動促進 湖水人工循環（流動促進）は躍層の破壊による好気化及び植物プランクトン層の光遮断により水質を改善する技術である。

A 湖沼対策

流動制御

直接浄化

湖水循環装置 縦方向あるいは横方向に微細気泡混入流を吐出することにより流動を促進し、停滞分を削減して混合状態を改善したり、成

層を破壊することにより、底層の停滞、貧・無酸素状態を解消する。

A 湖沼対策

流動制御

直接浄化

曝気による湖内循環 湖水を鉛直循環させることにより、表層に集積する植物プランクトンを有光層以下に引き込み増殖を抑制するとともに栄養塩

の溶出を抑制する。

A 湖沼対策

流動制御

直接浄化

噴水 水の華の発生水面に比較的大規模な噴水を設置・運転し、主に、植物プランクトンの増殖・集積を抑制する手法。噴水圧力

による殺藻効果および鉛直循環による植物プランクトンの無光層への連行効果を発現する。

A 湖沼対策
流動制御

直接浄化
表層水供給 表層水を底層に送り込むことにより発生する循環流を利用して貧酸素状態を解消する。

A 湖沼対策

流動制御

直接浄化

密度流拡散装置 表層の底密度水と底層の高密度水を混合し、中間密度の海水を密度躍層に貫入させることによって、広範囲に水を拡散させ

る装置である。浅い湖沼への適用性も検討されている。

A 湖沼対策
流動制御

直接浄化
湖水流動化等 湖底平坦化、水の入れ替え等により湖水を流動化するなどして、水質改善を図る。

A 湖沼対策
流動制御

直接浄化
導流堤、トレンチ、作れい 富栄養化状態や貧酸素状態の改善・解消を図る水質浄化・改善に資する技術で、物理化学的手法の１つ。

A 湖沼対策

流動制御

直接浄化

湖沼分離 湖沼を複数の湖沼に分離し（ⅰ）水理条件の変更（ⅱ）成層条件の変更（ⅲ）流入負荷条件の変更（ⅳ）生物相の制御（ⅴ）

栄養塩や塩分濃度の人工的調節等をおこなう（湖内の汚濁水の流動を制御する）技術である。

A 湖沼対策

流動制御

直接浄化

選択放流 汚濁の状況に応じて汚濁原因水魂を選択的に排除し水質改善を図る手法。湖内の水質・生物分布の鉛直分布較差が大き

く、成層が形成されていることなどが適用条件として挙げられる。

A 湖沼対策

流動制御

直接浄化

流路転換 流入負荷比率の高い流入河川もしくは汚濁源排出水を、人工水路・管路などを用いてバイパスさせ下流に放流する手法。栄

養塩負荷の削減、濁水の流入回避が可能となり、湖沼の富栄養化防止あるいは濁水長期化防止につながる。

A 湖沼対策
流動制御

直接浄化
塩淡境界層制御 塩水遡上制御により、青潮発生を抑制するとともに塩水層からの栄養塩類の移流・拡散を抑え、アオコの発生を抑制する。

A 湖沼対策

酸素供給

直接浄化

曝気装置 エアレーションによる強制的な曝気により、湖水に酸素を供給しDOを高める方式。生物酸化による分解無機化を促進する。

また、底泥からのりんの溶出を抑えることができる。

A 湖沼対策

酸素供給

直接浄化

全層曝気 間欠式空気揚水筒などにより底層水を揚水し湖沼内全層を循環させる手法。水温躍層を破壊し、底層水の溶存酸素改善効

果による底沼からのリン溶出抑制、植物プランクトンへの光遮断効果による植物プランクトンの増殖抑制を図る。

A 湖沼対策

酸素供給

直接浄化

浅層曝気 湖沼の水温躍層を破壊することなく、比較的浅層部分を曝気により混合、攪拌手法。主に、表層に集積する植物プランクトン

を有光層以下に引き込むことによって増殖・集積の抑制を図る。

A 湖沼対策
酸素供給

直接浄化
深層曝気 成層状態にある湖沼の深水層を好気化することにより、リンなどの溶出を抑制する手法。

A 湖沼対策

酸素供給

直接浄化

マイクロバブル 微細気泡(マイクロバブル)を貧酸素状態の汚濁水中に噴出し、水質改善を図る。マイクロバブルは、圧力を持った気泡なの

で、溶存酸素を水中に高効率で長時間溶解させる能力があり、また水中のゴミ等に付着し、ゴミを浮かび上がらせることがで

きる。

A 湖沼対策

酸素供給

直接浄化

高濃度酸素水の導入 選択的にしかも高効率に低層部のDO濃度を改善する技術。高濃度酸素水製造装置により嫌気化した底層水を底層部（原位

置）において高濃度酸素水へと改質し、底層部に酸素を供給することで、高効率に底層部のDO改善を図る。

A 湖沼対策
酸素供給

直接浄化
噴水 噴水のエアレーション効果により、水中に酸素を供給しＤＯを高める。

A 湖沼対策

酸素供給

直接浄化

なぎさ護岸 砂浜の自浄作用、砕波現象による自然曝気作用ならびに湖岸流あるいは吹送流による浮遊性物質の集積作用を用いた手

法。

A 湖沼対策
生態系制御

直接浄化
前浜及び植生帯の保全と整備 ヨシ，マコモ等の水生植物帯の造成を促す前浜及び植生帯の保全と整備により、湖沼環境の保全と回復に資する。

A 湖沼対策
電気化学的処理法

直接浄化
紫外線照射法 紫外線ランプを用いて、細胞のDNAやウイルスのRNAを損傷させることによって消毒力を発揮させる。
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表 4.2-3  水質浄化技術の分類結果 

 
 

  

グループ 対策場所 方策 浄化方式 水質浄化技術 技術の概要

B 河川対策

接触酸化法

直接浄化

接触酸化施設（礫、プラスチック、ひも状、コンク

リート・砕石、浮遊ろ材、木炭、炭素繊維、不織布、

樹脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面に形成された付着生物膜を利用して水中の

有機物などを吸着・分解により除去する手法。

B 河川対策
ろ過

直接浄化
浸透ろ過法

（砂ろ過）

砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式

B 河川対策
土壌処理法

直接浄化
土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

B 河川対策
沈殿

直接浄化
酸化池法 沈殿分離のほか、藻類、バクテリアによって有機物を酸化、分解する浄化方式で硝化、脱窒も期待できる

B 河川対策
ろ過

直接浄化
マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続的にろ過・除去する

B 河川対策
ろ過

直接浄化
長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過する

B 河川対策

植生浄化法

直接浄化

植生浄化（引き込み）施設

（湿地法表面流れ方式）

自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解

の機能により汚濁物質を除去する。

B 河川対策

土壌処理法

直接浄化

多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構

造の施設による土壌浄化。

B 河川対策

沈殿

直接浄化

凝集沈殿処理 河川水に鉄塩又はアルミニウム塩を直接添加し、水中に溶存している無機態リンを不溶性のリン酸化合物として沈殿・除去

する手法。水中の微細な懸濁物質の電荷を中和し、接触・結合させて沈降を促進させる。

B 河川対策

接触酸化法

直接浄化

上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果などを積極的に利用し、栄養塩類についても

一定の除去が期待できるものである。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さくでき

る。

B 河川対策
ろ過

直接浄化
活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

B 河川対策

植生浄化法

直接浄化

水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎

が密に繁茂している。基材には、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

B 河川対策

沈殿

直接浄化

滞水池 洪水時（雨天時）初期流出（ファーストフラッシュ）の汚濁負荷の多い河川水を引き込み貯留し沈殿を促進させる。一時貯留

型、流下貯留型、完全貯留型の３種類がある。

B 河川対策

電気化学的処理法

直接浄化

電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を

分離して水質浄化を図る。

B 河川対策

沈殿

直接浄化

堰設置（ラバー堰） 河床勾配を利用し堰の設置により、河川水を湛水させることで、懸濁態有機物ならびに栄養塩を沈殿・除去する。堰下流で

のエアレーション効果も期待できる。

B 河川対策
沈殿

直接浄化
不織布 不織布によるろ過作用及び下降流の発生による沈殿促進作用で懸濁態物質を沈殿・除去する。

B 河川対策

沈殿

直接浄化

傾斜板 河川又は人工水路内に傾斜板を水流方向に沿って平行等間隔に設置し、下降流を発生させ、水面積負荷を小さくすることに

より懸濁態物質の沈殿を促進させる

B 河川対策
ろ過

直接浄化
凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた浄化方式である。

B 河川対策

ろ過

直接浄化

上向流浮上ろ過 浮遊物の多いあるいは負荷量の大きい流入河川の流路に、浮遊ろ材あるいは急速ろ過のろ材に原水を通し浮遊物質及び高

濃度物質を除去する

B 河川対策

ろ過

直接浄化

生物膜ろ過 ろ材粒子表面に微生物を生息させることにより、浮遊物をろろ別するとともに、付着した微生物の働きにより溶解性物質を除

去する。（緩速ろ過法）

B 河川対策

ろ過

直接浄化

膜ろ過（MF/UF/RO） 膜をろ材として圧力差により水を通し、汚濁物質や不純物をろ過する。膜の種類から精密ろ過（ＭＦ）、限外ろ過（ＵＦ）、逆浸

透（ＲＯ）に大別される。

B 河川対策

接触酸化法

直接浄化

糸状藻類による栄養塩除去 増殖能力が高く水温の適応範囲が広い糸状藻類群集を通年連続培養できる糸状藻類活用システムを用いて湖沼に流入す

る河川水から溶解性栄養塩を除去する。

B 河川対策

接触酸化法

直接浄化

回転円板法 円板の回転により、円板表面の好気性微生物群に人為的に酸素を供給し、水中の有機物などを吸着・分解により除去する。

BOD,SS　200mg/l程度の汚濁水を対象とした技術である。

B 河川対策

接触酸化法

直接浄化

オキシデーションディッチ法 ロータ等によって汚水を循環させながら、エアレーションし、微生物（活性汚泥）により有機物等を酸化、分解、吸着により浄

化する

B 河川対策

接触酸化法

直接浄化

ディープシャフト法（浮遊生物法） 地下数10mの深さの施設に微生物（活性汚泥）を入れ、エアレーションを行いDOを供給し、有機物等を酸化、分解、吸着によ

り浄化する

B 河川対策

土壌処理法

直接浄化

上向流土壌浄化 土壌浸透によるろ過、吸着やイオン交換による物理化学的作用また、土壌微生物等による生物学的作用によって除去す

る。下から上へ通水させる上向流方式。

B 河川対策

植生浄化法

直接浄化

浮標植物法 処理槽を設け、浮漂植物（ホテイアオイ、ウキクサ）を投入したもの。もしくは、湖沼や河川の水面を仕切り、浮漂植物を投入し

たもの。

B 河川対策

植生浄化法

直接浄化

ホテイアオイを活用した流入河川の水質浄化対策 ホテイアオイを活用し、流入河川の水質浄化を行う。⇒浮漂植物（ホテイアオイ）を利用した技術であり、浮標植物法に含まれ

る。

B 河川対策
植生浄化法

直接浄化
堤脚水路浄化 堤脚水路に植物を植えてたイカダを浮かべ、植物による水質浄化を行う。

B 河川対策

植生浄化法

直接浄化

ビオトープ 自然又は人工的に造成された湿地に配した植物による水質改善効果とともに生物の多様性を求めたもの。水深や形状は多

様でビオトープの機能も有する。

B 河川対策
植生浄化法

直接浄化
植物浄化田 汚濁水を植物を植えた浄化施設（浄化田）に導水し、湛水して浄化させる。

B 河川対策
植生浄化法

直接浄化
水田・畑地における浄化 水田・畑地での植生浄化、沈殿、脱窒により窒素等について水質浄化を行う。

B 河川対策

植生浄化法

直接浄化

休耕田などを活用した水質浄化 水田に１年を通じて水を張り（通年湛水）、代かきをせず田植えする（不耕起栽培）ことで、硝酸塩を脱窒分解しやすい還元的

な環境をつくり、湖への窒素流入量の削減を図る。

B 河川対策
植生浄化法

直接浄化
内湖、ため池における浄化 内湖、ため池内で沈殿や植物による栄養塩の取り込みなどによって水質を浄化する。

B 河川対策
植生浄化法

直接浄化
水草刈り取り 水草（植物体）を刈り取り、水草に含まれる有機物を系外に持ち出す手法

B 河川対策

酸素供給

直接浄化

河川内曝気

（エアレーション）

エアレーションによる強制的な曝気により、河川水に酸素を供給しDOを高める方式。生物酸化による分解無機化を促進す

る。また、底泥からのりんの溶出を抑えることができる。

B 河川対策

酸素供給

直接浄化

噴流式水質浄化システム（高効率気液溶解装置） 処理水に濃縮酸素及びオゾンガスを混合撹拌させ、有機汚濁物質をオゾンにより酸化分解し、その後濃縮酸素を飽和濃度

以上に溶解させて水質の浄化を図る。

B 河川対策

酸素供給

直接浄化

瀬と淵の設置 川が本来持っている「自浄作用」が多く発揮できる「瀬」と「淵」を再現した浄化方法。川の流れがゆっくりした「淵」では汚濁物

質を沈殿・接触分解する場を持たせ、また、水の流れが早い瀬では、接触酸化に必要な酸素供給や礫間を通る際のろ過機

能を持たせる。

B 河川対策

酸素供給

直接浄化

薄層流法 河川を水深１０ｃｍ程度、流速を３０～５０cm/s程度とし、河床の礫に付着した生物膜により有機物の酸化、分解を行う浄化

方式

B 河川対策

酸素供給

直接浄化

床止め等落差曝気 河道内の落差により大気中の酸素が溶解し、水中の酸素が溶解し、水中の溶存酸素が保持される。石表面に付着する生物

の機能保全にも寄与する。

B 河川対策
酸素供給

直接浄化
薄層流水路の併設・せせらぎなどが持つ浄化機能

により水質浄化

せせらぎなどが持つ浄化機能を利用して水質浄化を図る。

B 河川対策
電気化学的処理法

直接浄化
紫外線照射法 紫外線ランプを用いて、細胞のDNAやウイルスのRNAを損傷させることによって消毒力を発揮させる。
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表 4.2-4  水質浄化技術の分類結果 

 

 

  

グループ 対策場所 方策 浄化方式 水質浄化技術 技術の概要

Ｃ 湖沼対策 湖内底泥浚渫 直接浄化以外 底泥浚渫
有機物（COD）、栄養塩（N,P）含有率の高い底泥を湖外へ排出して溶出負荷の削減を図る。

Ｃ 河川対策 河道内底泥浚渫 直接浄化以外 河道内浚渫

河道内で平水時にたまった底泥を浚渫により除去し、主に洪水時の湖内への有機物（COD）、栄養塩（N,P）の流入を抑える

ことにより水質改善を図る。

Ｃ 湖沼対策 湖内底泥被覆 直接浄化以外 底泥被覆（湖外材料）

有機物や栄養塩の溶出負荷の大きい底泥の上に化学的に安定な物質（個体）を被覆し、底泥からの溶出を抑制することに

よって湖沼の水質改善を図る手法。被覆材料としては湖外の材料の砂、粘土、プラスチック、フライアッシュなどを使用する。

Ｃ 湖沼対策 湖内底泥被覆 直接浄化以外 底泥被覆（湖内材料）

有機物や栄養塩の溶出負荷の大きい底泥の上に化学的に安定な物質（個体）を被覆し、底泥からの溶出を抑制することに

よって湖沼の水質改善を図る手法。被覆材料としては湖内材料の砂、土壌、粘土などを使用する。

Ｃ 湖沼対策 植生利用 直接浄化以外 浮島

浮島を利用して水面上でも植物が生育できる条件を整備し、植物による湖水中の栄養分の吸収作用等により水質を改善す

る。

Ｃ 湖沼対策 湖内底泥被覆 直接浄化以外 底泥置換覆砂工法

湖底をジェット水流で掘削しながらジェット菅を砂質土層まで沈めジェットにより掘削された砂が水とともにガイド管を通って上

方に排出され汚濁底泥層上に覆砂される。

Ｃ 湖沼対策 日照遮断 直接浄化以外 遮光設備
植物プランクトンの生産条件の１つである光を遮断して、植物プランクトンの増殖を抑制する。

Ｃ 湖沼対策 希釈 直接浄化以外 地下水
湖沼に清浄な地下水を入れることによって，湖内の栄養塩レベルを低下させたり，内部生産負荷の発生を少なくする。

Ｃ 湖沼対策 希釈 直接浄化以外 伏流水（湧水）
伏流水をポンプアップして湖沼水を希釈浄化する。

Ｃ 湖沼対策 湖内底泥被覆 直接浄化以外 吸着覆土剤による底泥対策
高いリン吸着特性を有する材料を湖沼底泥上に覆土材として敷設し、底泥から水域へのリンの溶出を低減させる。

Ｃ 湖沼対策 藻類回収 直接浄化以外 藻類除去

湖内に発生した藻類を採取し、分離・濃縮・焼却等の処理により水質改善を図る技術。回収し濃縮する方法は、遠心分離と

加圧浮上の２方式がとられており、回収船により稼働している。

Ｃ 湖沼対策 藻類回収 直接浄化以外 アオコ回収装置

ダムや湖沼に大量に発生したアオコを、アオコ採集装置とアオコ回収処理装置を用い、アルミニウム電極を用いアオコを水と

分離して浮上させる原理により効率よく除去する。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 フサジュンサイの繁茂
沈水植物であるフサジュンサイを繁茂させて水質浄化を図る。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外
魚食魚を放流することによる動物プランクトンの増

加

魚食魚を投入することで動物プランクトン食魚を減少させて動物プランクトンを回復させ、植物プランクトンを減少させること

で水質改善を図る。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 ダフニアなどの大型動物プランクトンの放流

大型の動物プランクトン（ダフニア）を放流するとともに、それを餌とする動物プランクトン食魚を取り出すこと等で植物プラン

クトンの低減を図る。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 コイ科の底棲魚の除去

コイ科の底棲魚類は、餌を摂食する際に底泥を攪乱すると言われており、これらを除去することで底泥の巻き上がりを防ぎ、

湖沼の透明度を向上させ水草の成長を促進し、水草により安定的に水質改善を図る。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 発光ダイオードによる底泥浄化技術

発光ダイオード（LED）を用いて汚濁した海底を浄化する基礎技術。LEDを光の届かない海底に投下し、珪藻類などを増殖さ

せて汚泥を分解させる。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 浅場、藻場の造成による自然の自浄機能の回復

・底泥中および表面に生息する底生動物の摂取によって有機物を除去する。（水中の有機物量の削減）

・底泥および表面に生息する微小藻類、海藻草類の光合成によって栄養塩を除去する。（水中の栄養塩量の削減）

・魚類、鳥類の採餌によって底生動物などを系外へ運び出す。（有機物の系外への移出）

・微生物による有機物の分解、脱窒。（有機物の無機化、大気中への放出）

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 湖沼生態系の保全・回復

在来種に影響を及ぼすブラックバス、ブルーギル等の外来魚の捕獲や繁殖抑制に努めることで、在来の水産有用魚を回復

させ、漁獲量の回復により系外への栄養塩の取り出し量の増大を図る。また、水生植生帯の造成や多様な生物が豊富に生

息する生態系の保全･回復を図る。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 湿地・ワンド等の保全再生
湿地・ワンド等の保全再生を行い、自然浄化機能により水質浄化を図る。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 生態系の保全と自然浄化機能の回復

在来種に影響を及ぼすブラックバス、ブルーギル等の外来魚の捕獲や繁殖抑制に努めることで、在来の水産有用魚を回復

させ、漁獲量の回復により系外への栄養塩の取り出し量の増大を図る。また、水生植生帯の造成や多様な生物が豊富に生

息する生態系の保全･回復を図る。（湖沼生態系の保全・回復と同様）

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外
水生植生帯の造成や多様な生物が豊富に生息す

る生態系の保全･回復

多様な水生植生帯の造成や多様な生物が豊富に生息する生態系の保全･回復により水質改善を図る。（「湖沼生態系の保

全・回復」、「生態系の保全と自然浄化機能の回復」に含まれる。）

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 水位低下・干し上げ
干し上げなどの水位運用を行うことでアオコなどの発生抑制、カビ臭物質の軽減を図る。

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 シジミ浄化

シジミ（汽水種のヤマトシジミ）を養殖し、そのろ過摂食作用により、湖水の浄化を図る。

⇒二枚貝の資源量の維持・回復に同じ

Ｃ 湖沼対策 生態系制御 直接浄化以外 二枚貝の資源量の維持・回復
ヤマトシジミなどの二枚貝が植物プランクトンを濾過摂食する作用を利用して、水質保全を図る。

Ｃ 湖沼対策 薬品等の散布 直接浄化以外 殺藻処理

オゾンの強い酸化力を利用して、水中の有機物の酸化分解、大腸菌や一般細菌の殺菌、ウイルスの不活性化、脱色、脱臭

を行うものである。

Ｃ 湖沼対策 薬品等の散布 直接浄化以外 殺藻剤・除草剤処理

水の華・異臭味など水質障害事象に対して薬剤を散布し、藻類および水草の生長を抑制あるいは死滅させ水質改善を図る

方法。

Ｃ 湖沼対策 薬品等の散布 直接浄化以外 微生物製剤・酵素の投与
微生物等を投入して、好気分解を促進させる。

Ｃ 湖沼対策 薬品等の散布 直接浄化以外 嫌気化抑制（微生物製剤）
微生物等を投入して、好気分解を促進させる。

Ｃ 湖沼対策 薬品等の散布 直接浄化以外 栄養塩不活性化処理

湖沼内に鉄塩またはアルミニウム塩などの薬剤を投入し、水中の溶存無機態リンを不溶性のリン酸化合物として凝集沈殿さ

せると同時に、リンの底泥溶出量を削減する手法。

Ｃ 湖沼対策 薬品等の散布 直接浄化以外
凝集剤による水質浄化

湖水に鉄塩又はアルミニウム塩を直接添加し、水中に溶存している無機態リンを不溶存性のリン酸化合物として沈殿・除去

する手法。水中の微細懸濁物質の電荷を中和し、接触・結合させて沈降を促進させる。

Ｃ 湖沼対策 薬品等の散布 直接浄化以外 浄化材投入

浄化材を用いて窒素系有機物を吸着し、また有機物を分解する現地のバクテリアの生息環境を向上させて汚濁有機物等を

分解し、水質を浄化させ水環境を改善する技術。

Ｃ 湖沼対策 水位管理 直接浄化以外 適正な水位管理

湖の水質浄化を目的とした水位管理を行うことで、内部生産に関する因子（光、栄養塩、滞留時間等）を変化させ、水質改善

に寄与する。
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表 4.2-5(1)  水質浄化技術の分類結果 

 
 

  

グループ 対策場所 方策 浄化方式 水質浄化技術 技術の概要

Ｄ 流域対策 下水処理水の放流先変更 直接浄化以外 下水処理水の放流先変更 下水処理水の放流先変更により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

下水道等の高度処理 直接浄化以外

農業集落排水施設の高度処理能力を備えた処理

施設の整備

農業集落排水施設の高度処理能力を備えた処理施設の整備

※高度処理として、具体的には循環式硝化脱窒法、嫌気無酸素好気法等を想定。

Ｄ

流域対策

下水道等の高度処理 直接浄化以外

高度処理能力を有する合併処理浄化槽等の普及 高度処理能力を有する合併処理浄化槽等の普及

※高度処理として、具体的には循環式硝化脱窒法、嫌気無酸素好気法等を想定。

Ｄ
流域対策

下水道等の高度処理 直接浄化以外
活性炭による下水処理水等の高度処理 活性炭による下水処理水等の高度処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水処理水の自然浄化 直接浄化以外
下水処理水の自然浄化 下水処理水の自然浄化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の高度処理 直接浄化以外
RO膜による下水処理水等の高度処理 膜をろ材として圧力差により水を通し、汚濁物質や不純物をろ過する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

排水処理技術導入等の指導

（活性炭による排水処理）

活性炭による工場・事業場等排水の高度処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
初期雨水掃流負荷の貯留・処理 初期雨水掃流負荷の貯留・処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
農業用水等への自然浄化機能付与（浄化型農業用

排水路の整備）

農業用水等への自然浄化機能付与（植生浄化型農業用排水路の整備）により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
地下貯留施設 地下貯留施設により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
下水道の整備 下水道の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
下水道の接続の促進 下水道の接続の促進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
合流式下水道の改善 合流式下水道の改善により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
農業集落排水対策の推進 農業集落排水対策の推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
農業集落排水施設の接続率の向上 農業集落排水施設の接続率の向上により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外

重点地域におけるより一層の合併浄化槽・し尿処理

施設の高度処理能力施設の普及
重点地域におけるより一層の合併浄化槽・し尿処理施設の高度処理能力施設の普及

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
生活雑排水処理施設の普及促進 生活雑排水処理施設の普及促進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
単独処理浄化槽の新増設 単独処理浄化槽の新増設により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換促進 単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換促進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
し尿処理施設の整備 し尿処理施設の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
浄化槽の適正な設置・維持管理の確保 浄化槽の適正な設置・維持管理の確保により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
法定検査受検率向上と不適正管理の浄化槽の削

減

法定検査受検率向上と不適正管理の浄化槽の削減により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
汲み取りし尿及び浄化槽汚泥の処理の継続 汲み取りし尿及び浄化槽汚泥の処理の継続により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
下水道の整備計画区域を除く地域の合併浄化槽・

し尿処理施設の普及促進

下水道の整備計画区域を除く地域の合併浄化槽・し尿処理施設の普及促進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
生活排水汚濁水路の直接浄化対策 生活排水汚濁水路の直接浄化対策により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
家庭からの汚濁物質の流出の低減化 家庭からの汚濁物質の流出の低減化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
食物残さ・廃食用油の流出防止等の強化 食物残さ・廃食用油の流出防止等の強化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
廃食用油回収施設の設置 廃食用油回収施設の設置により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
廃食用油回収車両の購入 廃食用油回収車両の購入により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
廃食用油燃料化施設の設置 廃食用油燃料化施設の設置により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の整備 直接浄化以外
ごみ処理施設・粗大ごみ処理施設・最終処分場の

整備

ごみ処理施設・粗大ごみ処理施設・最終処分場の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

下水道等の高度処理 直接浄化以外
オゾンによる下水処理水等の高度処理 オゾンによる下水処理水等の高度処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

下水道等の高度処理 直接浄化以外

し尿処理施設の高度処理 し尿処理施設の高度処理により、排出負荷を削減する。

※高度処理として、具体的には循環式硝化脱窒法、嫌気無酸素好気法等を想定。

Ｄ
流域対策

有リン洗剤の使用禁止 直接浄化以外
りんを含む家庭用合成洗剤の使用等の禁止 りんを含む家庭用合成洗剤の使用等の禁止により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

酪農排水路による水質浄化 酪農排水路による水質浄化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

野積みや不適切な管理を解消 野積みや不適切な管理を解消により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

素掘貯留等の解消 素掘貯留等の解消により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

家畜糞尿処理施設の整備 家畜糞尿処理施設の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

畜舎管理の適正化 畜舎管理の適正化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

飼料管理施設 飼料管理施設により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

畜舎等の構造・使用方法等に関する規制 畜舎等の構造・使用方法等に関する規制により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

畜舎等に係る排水濃度規制 畜舎等に係る排水濃度規制により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

事業者に対する指導・勧告・立ち入り検査等の実施 事業者に対する指導・勧告・立ち入り検査等の実施により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

家畜糞尿の農地還元を基本とした適正な処理の促

進

家畜糞尿の農地還元を基本とした適正な処理の促進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

家畜排せつ物の適正処理や生産堆肥の有効利用 家畜排せつ物の適正処理や生産堆肥の有効利用により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

畜産堆肥の利用の適正化 畜産堆肥の利用の適正化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

液状物の浄化等による農地への還元負荷の低減 液状物の浄化等による農地への還元負荷の低減により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

堆きゅう肥の広域流通の推進 堆きゅう肥の広域流通の推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

家畜排せつ物の年間発生量や処理方法・数量など

の記録の指導

家畜排せつ物の年間発生量や処理方法・数量などの記録の指導により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

経営内のリサイクル等高度処理への取組を推進 経営内のリサイクル等高度処理への取組を推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策
畜産排泄物処理による負荷削

減
直接浄化以外

稲わら等の地域未利用資源の飼料としての活用等

（流域内の資源循環を促進）による流域外からの負

荷源の搬入抑制

稲わら等の地域未利用資源の飼料としての活用等（流域内の資源循環を促進）による流域外からの負荷源の搬入抑制によ

り、排出負荷を削減する。
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表 4.2-5(2)  水質浄化技術の分類結果 

 
 

  

グループ 対策場所 方策 浄化方式 水質浄化技術 技術の概要

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

水質汚濁防止法及び上乗せ条例に基づく濃度規制

並びに総量削減基準の遵守の徹底

水質汚濁防止法及び上乗せ条例に基づく濃度規制並びに総量削減基準の遵守の徹底により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

立ち入り検査等による排水基準遵守の徹底 立ち入り検査等による排水基準遵守の徹底により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

水質汚濁防止法等に係る違法行為に対する指導

取締りの強化

水質汚濁防止法等に係る違法行為に対する指導取締りの強化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

指導・環境管理・監査の推進 指導・環境管理・監査の推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

新増設に伴う汚濁負荷の増大の抑制 新増設に伴う汚濁負荷の増大の抑制により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

新規立地工場等に対する指導 新規立地工場等に対する指導により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策
工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

湖沼特定事業場の新増設に伴う汚濁負荷量の増

大を抑制するための汚濁負荷量の規制基準の遵

守徹底

湖沼特定事業場の新増設に伴う汚濁負荷量の増大を抑制するための汚濁負荷量の規制基準の遵守徹底により、排出負荷

を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

一定規模以上の新増設の湖沼特定事業場に対す

る排水負荷量規制基準の適用

一定規模以上の新増設の湖沼特定事業場に対する排水負荷量規制基準の適用により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

一定規模以上の特定事業場に対する上乗せ排水

基準の適用

一定規模以上の特定事業場に対する上乗せ排水基準の適用により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

一定規模以上の特定事業場及び湖沼水質保全特

別措置法のみなし指定地域特定施設を設置する事

業場に対する、BOD，COD，T-N，T-P含有量等に

係る上乗せ排水基準の適用

一定規模以上の特定事業場及び湖沼水質保全特別措置法のみなし指定地域特定施設を設置する事業場に対する、BOD，

COD，T-N，T-P含有量等に係る上乗せ排水基準の適用により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

湖沼水質保全特別措置法施行令に基づく指定施設

及び準用指定施設に対する構造及び使用の方法

に関する基準の制定や工場・事業場に対する規制

の強化

湖沼水質保全特別措置法施行令に基づく指定施設及び準用指定施設に対する構造及び使用の方法に関する基準の制定

や工場・事業場に対する規制の強化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

水質汚濁防止法の特定施設以外の施設に対する

上乗せ排水基準と同様の規制の実施

水質汚濁防止法の特定施設以外の施設に対する上乗せ排水基準と同様の規制の実施により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

小規模事業場等の排水対策の推進 小規模事業場等の排水対策の推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

小規模事業場に対する排水基準の適用や既設の

工場･事業場に対する新設の工場･事業場と同等の

排水基準の適用などの規制の強化

小規模事業場に対する排水基準の適用や既設の工場･事業場に対する新設の工場･事業場と同等の排水基準の適用など

の規制の強化により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

湖沼水質保全特別措置法に基づく負荷量規制の対

象事業場の拡大や一定規模未満の小規模特定事

業場に対する排水基準の適用

湖沼水質保全特別措置法に基づく負荷量規制の対象事業場の拡大や一定規模未満の小規模特定事業場に対する排水基

準の適用により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

これまで未規制となっていた事業場への規制の実

施

これまで未規制となっていた事業場への規制の実施により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

規制対象外の工場・事業場への指導等 規制対象外の工場・事業場への指導等により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排水の負荷削

減
直接浄化以外

有害物質の適正な管理 有害物質の適正な管理を実施する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
漁獲による汚濁負荷の削減 漁獲による汚濁負荷の削減により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
生産規模の適正化 生産規模の適正化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
死魚の適正処理等に関する規制基準の遵守の徹

底

死魚の適正処理等に関する規制基準の遵守の徹底により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
魚種の転換 漁種の転換により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
こい養殖の逓減 こい養殖の逓減により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外

水産資源の維持増大のためのウナギ種苗の放流

や魚介類の産卵・育成の場となる水生植物帯の造

成等によって漁獲量の向上

水産資源の維持増大のためのウナギ種苗の放流や魚介類の産卵・育成の場となる水生植物帯の造成等によって漁獲量の

向上により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
未利用雑魚の捕獲・魚体からの窒素リンの回収促

進

未利用雑魚の捕獲・魚体からの窒素リンの回収促進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
漁獲による窒素及びりんの湖外への持ち出しの促

進

漁獲による窒素及びりんの湖外への持ち出しの促進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

漁獲量の調整 直接浄化以外
外来魚等の捕獲や繁殖抑制 外来魚等の捕獲や繁殖抑制により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

エサの量の適正化 直接浄化以外
網いけす養殖業に係る汚濁負荷対策 網いけす養殖業に係る汚濁負荷対策により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

エサの量の適正化 直接浄化以外
飼料の投与等に関する規制基準を定めその遵守・

徹底

飼料の投与等に関する規制基準を定めその遵守・徹底により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

エサの量の適正化 直接浄化以外
低蛋白・高カロリーの改善餌料の使用徹底や養殖

生産規模の削減

低蛋白・高カロリーの改善餌料の使用徹底や養殖生産規模の削減により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策

農地における浄化 直接浄化以外

農村地域の水路、ため池などが本来有している自

然浄化機構の積極的な活用
農村地域の水路、ため池などが本来有している自然浄化機構の積極的な活用

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
土壌表面の被覆 土壌表面の被覆により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
防風対策 防風対策により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
被覆作物（カバークロップ）の作付等による表土や

肥料成分の流出抑制を推進

被覆作物（カバークロップ）の作付等による表土や肥料成分の流出抑制を推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
表面流出を防止するため麦類の作付の推進 表面流出を防止するため麦類の作付の推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
浅水代掻きによる濁水流出防止 浅水代掻きによる濁水流出防止により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
畦畔波板の設置による漏水防止 畦畔波板の設置による漏水防止により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
ハス田の流出対策 ハス田の流出対策により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
水田における水管理 水田における水管理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
かけ流しの防止 かけ流しの防止により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
循環かんがい 循環かんがいにより、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
農業用排水路の浚渫 農業用排水路の浚渫により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における浄化 直接浄化以外
標準的な施肥量を示す基準の見直し・土づくり 標準的な施肥量を示す基準の見直し・土づくりにより、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
土壌診断に基づく適正な施肥指導 土壌診断に基づく適正な施肥指導により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
肥料資材の改良 肥料資材の改良により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
減化学肥料栽培 減化学肥料栽培により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
無代掻き移植栽培 無代掻き移植栽培により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
溶出抑制肥料の利用 溶出抑制肥料の利用により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
施肥調整（施肥量の適正化） 施肥調整（施肥量の適正化）により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
施肥方法の改善 施肥方法の改善により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
施肥方法の検討（マルチ内へ） 施肥方法の検討（マルチ内へ）により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
施肥田植機の導入による施肥法の改善 施肥田植機の導入による施肥法の改善により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
側条施肥 側条施肥により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
稲箱施肥 稲箱施肥により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
肥効調節型肥料の施行 肥効調節型肥料の施行により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
展示圃等での適正施肥の指導 展示圃等での適正施肥の指導により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
地下水汚染の防止 地下水汚染の防止により、排出負荷を削減する。
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表 4.2-5(3)  水質浄化技術の分類結果 

 

 

 

 

  

グループ 対策場所 方策 浄化方式 水質浄化技術 技術の概要

Ｄ

流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外

輪作 同じ作物を毎年同じ畑につくる連作に対し、異なる作物を順につくること。

輪作することで土の養分の偏りを防ぐ、根粒菌がつくマメ科作物を入れて土の肥沃化を図るなど、輪作には土を維持する効

果がある。⇒施肥節減につながる。

Ｄ
流域対策

農地における負荷削減 直接浄化以外
田植行程の改善 田植え工程の改善（＝水管理の改善）

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
遊水地等の設置 遊水地等の設置により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
雨水滞水池 雨水滞水池により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
雨水調整池 雨水調整池により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
貯留管 貯留管により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
浸透U字溝 浸透U字溝により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
浸透池、乾式井戸、湿式井戸 浸透池、乾式井戸、湿式井戸により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
屋上貯留 屋上貯留により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
各戸貯留（棟間貯留） 各戸貯留（棟間貯留）により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
広場貯留 広場貯留により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
校庭・運動場貯留 校庭・運動場貯留により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
駐車場貯留 駐車場貯留により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
公園・緑地貯留 公園・緑地貯留により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
校庭貯留施設 校庭貯留施設により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
ため池貯留施設 ため池貯留施設により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
ダム型貯留施設 ダム型貯留施設により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
掘り込み型貯留施設 掘り込み型貯留施設により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
市街地における雨水浸透枡の設置促進等の水循

環回復(地下浸透の促進)

市街地における雨水浸透枡の設置促進等の水循環回復(地下浸透の促進)により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
道路浸透ます 道路浸透ますにより、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
透水性舗装 透水性舗装により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
道路・雨水排水路の清掃 道路・雨水排水路の清掃により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
雨水マス・管渠の清掃 雨水マス・管渠の清掃により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
小水路・宅地等の清掃 小水路・宅地等の清掃により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
歩道や側溝の清掃 歩道や側溝の清掃により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

市街地における負荷削減 直接浄化以外
都市公園等の整備管理 都市公園等の整備管理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
緑地の保全その他湖辺の自然環境の保護（現存湧

水の保全）

緑地の保全その他湖辺の自然環境の保護（現存湧水の保全）により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
森林等の適正管理（間伐の推進等） 森林等の適正管理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
荒廃した森林の適正管理や植林の推進 荒廃した森林の適正管理や植林の推進により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
新規開発地域における緑地面積の確保 新規開発地域における緑地面積の確保により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
水源かんよう機能を向上するための保安林の指定

区域の拡大

水源かんよう機能を向上するための保安林の指定区域の拡大により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
渓畔林・河畔林の整備 渓畔林・河畔林の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
濁水防止工等の整備 濁水防止工等の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
透水ダム工等の整備 透水ダム工等の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
下刈りや除・間伐、簡易な防災施設（木柵等）の整

備

下刈りや除・間伐、簡易な防災施設（木柵等）の整備により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
流木防止施設整備や流木の除去 流木防止施設整備や流木の除去により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
ゴルフ場・観光施設等の負荷対策 ゴルフ場・観光施設等の負荷対策により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策

山林の保全等 直接浄化以外
不法投棄防止 不法投棄を防止する。
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② 実現可能性の検討 

各グルーブごとに水質浄化技術の実現可能性について検討を行う。実現

可能性については、下記の考え方によって検討を行う。 

・定量的に評価できるよう、国の実施事例または公的機関の指針・マニ

ュアル、公的機関・研究機関や関係する学会等における文献等を可能

な範囲で収集し,建設費と除去率の知見がある水質浄化技術を抽出す

る。 

・「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画」（第 6 期）における長期ビジョン

の施策完了段階において、さらに実施が可能な水質浄化技術を抽出す

る。 

実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果は表  4.2-6～表 

4.2-9 のとおり。 
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表 4.2-6 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（霞ヶ浦） 

 

 

表 4.2-7 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（霞ヶ浦） 

 

  

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

A
湖沼対策 沈殿 ウェットランド（湖内湖） 流入河川河口部に汚濁沈殿池を設置して、周辺に植生帯を整備する方式。

A

湖沼対策 接触酸化法 接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面に形成された付着生物膜を利用して水中の有機物などを吸着・
分解により除去する手法。

A
湖沼対策 ろ過 浸透ろ過法

（砂ろ過）
砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式

A
湖沼対策 土壌処理法 土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

A
湖沼対策 ろ過 マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続的にろ過・除去する

A
湖沼対策 ろ過 長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過する

A
湖沼対策 植生浄化法 植生浄化（引き込み）施設

（湿地法表面流れ方式）
自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能により汚濁
物質を除去する。

A
湖沼対策 土壌処理法 多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設による土壌

浄化。

A
湖沼対策 接触酸化法 上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果などを積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が期待

できるものである。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さくできる。

A
湖沼対策 ろ過 活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

A
湖沼対策 植生浄化法 水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂してい

る。基材には、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

A
湖沼対策 沈殿 滞水池 ファーストフラッシュなど汚濁負荷の多い流入水を一時貯留し、沈殿させる。

A
湖沼対策 沈殿 副ダム 湖沼流入部に小規模なダムを建設し、流入河川水を一時滞留させることにて懸濁態有機物と栄養塩を沈殿・除去する。

A
湖沼対策 電気化学的処理法 電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質浄化を

図る。

A
湖沼対策 ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた浄化方式である。

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

B

河川対策 接触酸化法 接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面に形成された付着生物膜を利用して水中の有機物などを吸着・
分解により除去する手法。

B
河川対策 ろ過 浸透ろ過法

（砂ろ過）
砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式

B
河川対策 土壌処理法 土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

B
河川対策 沈殿 酸化池法 沈殿分離のほか、藻類、バクテリアによって有機物を酸化、分解する浄化方式で硝化、脱窒も期待できる

B
河川対策 ろ過 マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続的にろ過・除去する

B
河川対策 ろ過 長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過する

B
河川対策 植生浄化法 植生浄化（引き込み）施設

（湿地法表面流れ方式）
自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能により汚濁
物質を除去する。

B
河川対策 土壌処理法 多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設による土壌

浄化。

B
河川対策 沈殿 凝集沈殿処理 河川水に鉄塩又はアルミニウム塩を直接添加し、水中に溶存している無機態リンを不溶性のリン酸化合物として沈殿・除去する手法。水中の微

細な懸濁物質の電荷を中和し、接触・結合させて沈降を促進させる。

B
河川対策 接触酸化法 上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果などを積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が期待

できるものである。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さくできる。

B
河川対策 ろ過 活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

B
河川対策 植生浄化法 水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂してい

る。基材には、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

B
河川対策 沈殿 滞水池 洪水時（雨天時）初期流出（ファーストフラッシュ）の汚濁負荷の多い河川水を引き込み貯留し沈殿を促進させる。一時貯留型、流下貯留型、完

全貯留型の３種類がある。

B
河川対策 電気化学的処理法 電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質浄化を

図る。

B
河川対策 ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた浄化方式である。
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表 4.2-8 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（霞ヶ浦） 

 

 

表 4.2-9 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（霞ヶ浦） 

 
 

  

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

Ｃ
湖沼対策 湖内底泥浚渫 底泥浚渫 有機物（COD）、栄養塩（N,P）含有率の高い底泥を湖外へ排出して溶出負荷の削減を図る。

Ｃ
河川対策 河道内底泥浚渫 河道内浚渫 河道内で平水時にたまった底泥を浚渫により除去し、主に洪水時の湖内への有機物（COD）、栄養塩（N,P）の流入を抑えることにより水質改善を

図る。

Ｃ
湖沼対策 湖内底泥被覆 底泥被覆（湖外材料） 有機物や栄養塩の溶出負荷の大きい底泥の上に化学的に安定な物質（個体）を被覆し、底泥からの溶出を抑制することによって湖沼の水質改

善を図る手法。被覆材料としては湖外の材料の砂、粘土、プラスチック、フライアッシュなどを使用する。

Ｃ
湖沼対策 湖内底泥被覆 底泥被覆（湖内材料） 有機物や栄養塩の溶出負荷の大きい底泥の上に化学的に安定な物質（個体）を被覆し、底泥からの溶出を抑制することによって湖沼の水質改

善を図る手法。被覆材料としては湖内材料の砂、土壌、粘土などを使用する。

Ｃ
湖沼対策 植生利用 浮島 浮島を利用して水面上でも植物が生育できる条件を整備し、植物による湖水中の栄養分の吸収作用等により水質を改善する。

Ｃ
湖沼対策 湖内底泥被覆 底泥置換覆砂工法 湖底をジェット水流で掘削しながらジェット菅を砂質土層まで沈めジェットにより掘削された砂が水とともにガイド管を通って上方に排出され汚濁底

泥層上に覆砂される。

Ｃ
湖沼対策 日照遮断 遮光設備 植物プランクトンの生産条件の１つである光を遮断して、植物プランクトンの増殖を抑制する。

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

Ｄ
流域対策 下水処理水の放流

先変更
下水処理水の放流先変更 下水処理水の放流先変更により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 下水道等の高度処

理
農業集落排水施設の高度処理能
力を備えた処理施設の整備

農業集落排水施設の高度処理能力を備えた処理施設の整備
※高度処理として、具体的には循環式硝化脱窒法、嫌気無酸素好気法等を想定。

Ｄ
流域対策 下水道等の高度処

理
高度処理能力を有する合併処理
浄化槽等の普及

高度処理能力を有する合併処理浄化槽等の普及
※高度処理として、具体的には循環式硝化脱窒法、嫌気無酸素好気法等を想定。

Ｄ
流域対策 下水道等の高度処

理
活性炭による下水処理水等の高
度処理

活性炭による下水処理水等の高度処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 下水処理水の自然

浄化
下水処理水の自然浄化 下水処理水の自然浄化により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 下水道等の高度処

理
RO膜による下水処理水等の高度
処理

膜をろ材として圧力差により水を通し、汚濁物質や不純物をろ過する。

Ｄ
流域対策 工場・事業場等排

水の負荷削減
排水処理技術導入等の指導
（活性炭による排水処理）

活性炭による工場・事業場等排水の高度処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 市街地における負

荷削減
初期雨水掃流負荷の貯留・処理 初期雨水掃流負荷の貯留・処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ

流域対策 農地における浄化 農業用水等への自然浄化機能付
与（浄化型農業用排水路の整備）

農業用水等への自然浄化機能付与（植生浄化型農業用排水路の整備）により、排出負荷を削減する。

Ｄ
流域対策 市街地における負

荷削減
地下貯留施設 地下貯留施設により、排出負荷を削減する。
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③ 水質浄化効率による検討 

実現可能性の検討の結果、抽出した水質浄化技術（表 4.2-6～表 4.2-9）

について、水質浄化効率を算出する。 

 

※水質浄化効率の算出方法 

１）グループＡ及びグループＢ：除去率あたりの１m3/s 処理水量あ

たり建設費を算出 

  （水質浄化効率）＝（１m3/s 処理水量あたり建設費）/（除去率） 

２）グループＣ及びグループＤ：霞ヶ浦導水事業による霞ヶ浦の水質

浄化効果に代替する効果を発現するために要するコストを算出 

 

水質浄化効率算出に使用する建設費及び除去率は国の実施事例または

公的機関の指針・マニュアルのほか、公的機関・研究機関や関係する学会

等における文献等を可能な範囲で収集した情報を使用する。 

 

水質浄化効率の検討の結果は表 4.2-10～表 4.2-13 のとおり。 
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表 4.2-10  水質浄化効率の検討の結果（霞ヶ浦） 

 

表 4.2-11  水質浄化効率の検討の結果（霞ヶ浦） 

 

A
湖沼
対策

沈殿 ウェットランド（湖内湖） 流入河川河口部に汚濁沈殿池を設置して、周辺に植生帯を整備する
方式。 30% 3 0.10

A
湖沼
対策

接触酸化法 接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、
接触材表面に形成された付着生物膜を利用して水中の有機物などを
吸着・分解により除去する手法。 85% 20 0.24

A
湖沼
対策

ろ過 浸透ろ過法
（砂ろ過）

砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式
45% 18 0.40

A
湖沼
対策

土壌処理法 土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による
浄化方式 88% 36 0.41

A
湖沼
対策

植生浄化法 水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あ
るいは土壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂
している。基材には、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合も
ある。

23% 12 0.52

A
湖沼
対策

ろ過 マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網に
よって連続的にろ過・除去する 45% 31 0.69

A
湖沼
対策

ろ過 長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流
入水をろ過する 45% 31 0.69

A
湖沼
対策

植生浄化法 植生浄化（引き込み）施設
（湿地法表面流れ方式）

自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川
水等を導き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能によ
り汚濁物質を除去する。

33% 23 0.70

A
湖沼
対策

ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組
み合わせた浄化方式である。 55% 41 0.75

A
湖沼
対策

土壌処理法 多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良
い粒子径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設によ
る土壌浄化。

91% 75 0.83

A
湖沼
対策

接触酸化法 上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸
化の効果などを積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が
期待できるものである。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化
法（横流式）よりも施設面積を小さくできる。

29% 28 0.98

A
湖沼
対策

ろ過 活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する
65% 90 1.38

A
湖沼
対策

沈殿 滞水池 ファーストフラッシュなど汚濁負荷の多い流入水を一時貯留し、沈殿さ
せる。 30% 71 2.36

A
湖沼
対策

沈殿 副ダム 湖沼流入部に小規模なダムを建設し、流入河川水を一時滞留させる
ことにて懸濁態有機物と栄養塩を沈殿・除去する。 30% 71 2.36

A
湖沼
対策

電気化学的
処理法

電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生
する水素を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質
浄化を図る。

54% 162 3.00

グループ 技術の概要

除去率あたりの１
m3/s処理水量あた

り建設費（億円）
/(m3/s)/(%）

水質浄化技術方策
対策
場所

1m3/s処理水量あ
たり建設費（億円）

除去率

B
河川
対策

接触酸化法

接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面
に形成された付着生物膜を利用して水中の有機物などを吸着・分解により除去
する手法。 85% 20 0.24

B
河川
対策

ろ過
浸透ろ過法
（砂ろ過）

砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式
45% 18 0.40

B
河川
対策

土壌処理法
土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

88% 36 0.41

B
河川
対策

植生浄化法

水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌
と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂している。基材には、ゼ
オライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

23% 12 0.52

B
河川
対策

沈殿
酸化池法 沈殿分離のほか、藻類、バクテリアによって有機物を酸化、分解する浄化方式で

硝化、脱窒も期待できる 45% 25 0.56

B
河川
対策

ろ過
マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続

的にろ過・除去する 45% 31 0.69

B
河川
対策

ろ過
長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過

する 45% 31 0.69

B
河川
対策

植生浄化法
植生浄化（引き込み）施設
（湿地法表面流れ方式）

自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、
沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能により汚濁物質を除去する。 33% 23 0.70

B
河川
対策

沈殿

凝集沈殿処理 河川水に鉄塩又はアルミニウム塩を直接添加し、水中に溶存している無機態リ
ンを不溶性のリン酸化合物として沈殿・除去する手法。水中の微細な懸濁物質の
電荷を中和し、接触・結合させて沈降を促進させる。

55% 41 0.75

B
河川
対策

ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた
浄化方式である。 55% 41 0.75

B
河川
対策

土壌処理法
多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径

の比較的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設による土壌浄化。 91% 75 0.83

B
河川
対策

接触酸化法

上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果な
どを積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が期待できるものである。
通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さく
できる。

29% 28 0.98

B
河川
対策

ろ過
活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

65% 90 1.38

B
河川
対策

沈殿

滞水池 洪水時（雨天時）初期流出（ファーストフラッシュ）の汚濁負荷の多い河川水を引
き込み貯留し沈殿を促進させる。一時貯留型、流下貯留型、完全貯留型の３種
類がある。

30% 71 2.36

B
河川
対策

電気化学的
処理法

電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を
利用して、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質浄化を図る。 54% 162 3.00

1m3/s処理水量あ
たり建設費（億円）

除去率あたりの１
m3/s処理水量あた

り建設費（億円）
/(m3/s)/(%）

グループ
対策
場所

方策 水質浄化技術 技術の概要 除去率
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表 4.2-12  水質浄化効率の検討の結果（霞ヶ浦） 

 

 

 

表 4.2-13  水質浄化効率の検討の結果（霞ヶ浦） 

 

 

  

Ｃ
湖沼
対策

湖内底泥浚渫

底泥浚渫 有機物（COD）、栄養塩（N,P）含有率の高い底泥を湖外へ排出して
溶出負荷の削減を図る。

約1200

Ｃ
河川
対策

河道内底泥浚渫

河道内浚渫 河道内で平水時にたまった底泥を浚渫により除去し、主に洪水時
の湖内への有機物（COD）、栄養塩（N,P）の流入を抑えることによ
り水質改善を図る。 約1700

Ｃ
湖沼
対策

湖内底泥被覆

底泥被覆（湖外材料） 有機物や栄養塩の溶出負荷の大きい底泥の上に化学的に安定な
物質（個体）を被覆し、底泥からの溶出を抑制することによって湖
沼の水質改善を図る手法。被覆材料としては湖外の材料の砂、粘
土、プラスチック、フライアッシュなどを使用する。

約1700

Ｃ
湖沼
対策

湖内底泥被覆

底泥被覆（湖内材料） 有機物や栄養塩の溶出負荷の大きい底泥の上に化学的に安定な
物質（個体）を被覆し、底泥からの溶出を抑制することによって湖
沼の水質改善を図る手法。被覆材料としては湖内材料の砂、土
壌、粘土などを使用する。

約1700

Ｃ
湖沼
対策

植生利用

浮島 浮島を利用して水面上でも植物が生育できる条件を整備し、植物
による湖水中の栄養分の吸収作用等により水質を改善する。

約5200

Ｃ
湖沼
対策

湖内底泥被覆

底泥置換覆砂工法 湖底をジェット水流で掘削しながらジェット菅を砂質土層まで沈め
ジェットにより掘削された砂が水とともにガイド管を通って上方に排
出され汚濁底泥層上に覆砂される。

約8000

Ｃ
湖沼
対策

日照遮断

遮光設備 植物プランクトンの生産条件の１つである光を遮断して、植物プラ
ンクトンの増殖を抑制する。

約22500

霞ヶ浦導水事業による霞ヶ浦の水質
浄化効果に代替する効果を発現する

ために要するコスト（億円）
グループ

対策
場所

方策 水質浄化技術 技術の概要

Ｄ
流域
対策

下水処理水の放流
先変更

下水処理水の放流先変更 下水処理水の放流先変更により、排出負荷を削減する。
約330

Ｄ
流域
対策

下水道等の高度処
理

農業集落排水施設の高度処理能力
を備えた処理施設の整備

農業集落排水施設の高度処理能力を備えた処理施設の整備
※高度処理として、具体的には循環式硝化脱窒法、嫌気無酸素好
気法等を想定。 約580

Ｄ
流域
対策

下水道等の高度処
理

高度処理能力を有する合併処理浄
化槽等の普及

高度処理能力を有する合併処理浄化槽等の普及
※高度処理として、具体的には循環式硝化脱窒法、嫌気無酸素好
気法等を想定。

約620

Ｄ
流域
対策

下水道等の高度処
理

活性炭による下水処理水等の高度
処理

活性炭による下水処理水等の高度処理により、排出負荷を削減す
る。 約650

Ｄ
流域
対策

下水処理水の自然
浄化

下水処理水の自然浄化 下水処理水の自然浄化により、排出負荷を削減する。

約690

Ｄ
流域
対策

下水道等の高度処
理

RO膜による下水処理水等の高度処
理

膜をろ材として圧力差により水を通し、汚濁物質や不純物をろ過す
る。 約840

Ｄ
流域
対策

工場・事業場等排
水の負荷削減

排水処理技術導入等の指導
（活性炭による排水処理）

活性炭による工場・事業場等排水の高度処理により、排出負荷を
削減する。 約1200

Ｄ
流域
対策

市街地における負
荷削減

初期雨水掃流負荷の貯留・処理 初期雨水掃流負荷の貯留・処理により、排出負荷を削減する。

約6100

Ｄ
流域
対策

市街地における負
荷削減

地下貯留施設 地下貯留施設により、排出負荷を削減する。

約8400

Ｄ
流域
対策

農地における浄化

農業用水等への自然浄化機能付与
（浄化型農業用排水路の整備）

農業用水等への自然浄化機能付与（植生浄化型農業用排水路の
整備）により、排出負荷を削減する。 約5500

グループ
対策
場所

方策 水質浄化技術 技術の概要
霞ヶ浦導水事業による霞ヶ浦の水質
浄化効果に代替する効果を発現する

ために要するコスト（億円）
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④ コストによる検討 

前述の③水質浄化効率による検討において、A～D の各 4 つのグループ

で効率が良いそれぞれ 3 つの水質浄化技術を用いて、それぞれの水質浄

化技術が単独で霞ヶ浦の浄化対策に適用できるとした場合の霞ヶ浦導水

事業による霞ヶ浦の水質浄化効果に代替する効果を発現するために要す

るコストを算出する。 

コストによる検討の結果は表 4.2-14 のとおり。 

 

表 4.2-14  コストによる検討の結果（霞ヶ浦） 

 
 

  

Ａ 湖沼対策 ウェットランド（湖内湖） 約450

Ａ 湖沼対策
接触酸化施設（礫、プラスチック、ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ材、木炭、炭素繊維、不織
布、樹脂粒、貝殻） 約510

Ａ 湖沼対策 浸透ろ過法（砂ろ過） 約560

Ｂ 河川対策
接触酸化施設（礫、プラスチック、ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ材、木炭、炭素繊維、不織
布、樹脂粒、貝殻）

約1910

Ｂ 河川対策
浸透ろ過法
（砂ろ過）

約1430

Ｂ 河川対策 土壌浄化施設（浸透法） 約1510

Ｃ 湖沼対策 底泥浚渫 約1200

Ｃ 湖沼対策 河道内浚渫 約1700

Ｃ 湖沼対策 底泥被覆（湖内材料） 約1700

Ｃ 湖沼対策 底泥被覆（湖外材料） 約1700

Ｄ 流域対策 下水処理水の放流先変更 約330

Ｄ 流域対策 農業集落排水施設の高度処理能力を備えた処理施設の整備 約580

Ｄ 流域対策
高度処理能力を有する合併処理浄化槽等の普及

約620

水質浄化技術

霞ヶ浦導水事業による霞ヶ浦の
水質浄化効果に代替する効果を
発現するために要するコスト
（億円）

霞ヶ浦

水域 グループ 対策場所
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2) 桜川・千波湖 

① 水質浄化技術の分類 

表 4.2-1 に示した水質浄化技術（現計画を除いた 280 技術）について

対策場所（湖沼・河川・流域）と浄化方式（直接浄化・直接浄化以外）に

より４グループに分類する。 

グループ A  「湖水を直接浄化するグループ」 59 技術 

（代表例）接触酸化(湖沼)、ろ過(湖沼）など 

グループ B  「河川水を直接浄化するグループ」 42 技術 

（代表例）接触酸化(河川)、ろ過(河川)など 

グループ C  「湖内、河川において直接浄化によらない方式のグルー

プ」 33 技術 

(代表例）浚渫(湖沼) など 

グループ D  「流域対策グループ」 146 技術 

(代表例）下水道等の高度処理など 

水質浄化技術の分類結果は表 4.2-2～表 4.2-5 のとおり。 

 

② 実現可能性の検討 

各グルーブごとに水質浄化技術の実現可能性について検討を行う。実現

可能性については、下記の考え方によって検討を行う。 

・定量的に評価できるよう、国の実施事例または公的機関の指針・マニ

ュアル、公的機関・研究機関や関係する学会等における文献等を可能

な範囲で収集し、建設費と除去率の知見がある水質浄化技術を抽出す

る。 

・「那珂川圏域河川整備計画」で想定している「第二期水環境改善緊急

行動計画（桜川清流ルネッサンスⅡ）」などの施策完了段階において

さらに実施が可能な水質浄化技術を抽出する。 

 

実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果は表  4.2-15～表 

4.2-18 のとおり。 
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表 4.2-15 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（桜川・千波湖） 

 

 

表 4.2-16 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（桜川・千波湖） 

 

 

  

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

A

湖沼対策 接触酸化法 接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面に形成された付着生物膜を利用して水中の有機物などを吸着・
分解により除去する手法。

A
湖沼対策 ろ過 浸透ろ過法

（砂ろ過）
砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式

A
湖沼対策 土壌処理法 土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

A
湖沼対策 ろ過 マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続的にろ過・除去する

A
湖沼対策 ろ過 長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過する

A
湖沼対策 植生浄化法 植生浄化（引き込み）施設

（湿地法表面流れ方式）
自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能により汚濁
物質を除去する。

A
湖沼対策 土壌処理法 多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設による土壌

浄化。

A
湖沼対策 接触酸化法 上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果などを積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が期待で

きるものである。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さくできる。

A
湖沼対策 ろ過 活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

A
湖沼対策 植生浄化法 水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂してい

る。基材には、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

A
湖沼対策 沈殿 滞水池 ファーストフラッシュなど汚濁負荷の多い流入水を一時貯留し、沈殿させる。

A
湖沼対策 沈殿 副ダム 湖沼流入部に小規模なダムを建設し、流入河川水を一時滞留させることにて懸濁態有機物と栄養塩を沈殿・除去する。

A
湖沼対策 電気化学的処理法 電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質浄化を

図る。

A
湖沼対策 ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた浄化方式である。

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

B

河川対策 接触酸化法 接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面に形成された付着生物膜を利用して水中の有機物などを吸着・
分解により除去する手法。

B
河川対策 ろ過 浸透ろ過法

（砂ろ過）
砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式

B
河川対策 土壌処理法 土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

B
河川対策 沈殿 酸化池法 沈殿分離のほか、藻類、バクテリアによって有機物を酸化、分解する浄化方式で硝化、脱窒も期待できる

B
河川対策 ろ過 マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続的にろ過・除去する

B
河川対策 ろ過 長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過する

B
河川対策 植生浄化法 植生浄化（引き込み）施設

（湿地法表面流れ方式）
自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能により汚濁
物質を除去する。

B
河川対策 土壌処理法 多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設による土壌

浄化。

B
河川対策 沈殿 凝集沈殿処理 河川水に鉄塩又はアルミニウム塩を直接添加し、水中に溶存している無機態リンを不溶性のリン酸化合物として沈殿・除去する手法。水中の微

細な懸濁物質の電荷を中和し、接触・結合させて沈降を促進させる。

B
河川対策 接触酸化法 上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果などを積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が期待で

きるものである。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さくできる。

B
河川対策 ろ過 活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

B
河川対策 植生浄化法 水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂してい

る。基材には、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

B
河川対策 沈殿 滞水池 洪水時（雨天時）初期流出（ファーストフラッシュ）の汚濁負荷の多い河川水を引き込み貯留し沈殿を促進させる。一時貯留型、流下貯留型、完全

貯留型の３種類がある。

B
河川対策 電気化学的処理法 電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質浄化を

図る。

B
河川対策 ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた浄化方式である。
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表 4.2-17 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（桜川・千波湖） 

 

 

表 4.2-18 実現可能性の検討による水質浄化技術の抽出結果（桜川・千波湖） 

 

  

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

Ｃ 湖沼対策
日照遮断 遮光設備 植物プランクトンの生産条件の１つである光を遮断して、植物プランクトンの増殖を抑制する。

Ｃ 湖沼対策
植生利用 浮島 浮島を利用して水面上でも植物が生育できる条件を整備し、植物による湖水中の栄養分の吸収作用等により水質を改善する。

グループ 対策場所 方策 水質浄化技術 技術の概要

Ｄ 流域対策
市街地における負
荷削減

初期雨水掃流負荷の貯留・処理 初期雨水掃流負荷の貯留・処理により、排出負荷を削減する。

Ｄ 流域対策 農地における浄化
農業用水等への自然浄化機能付
与（浄化型農業用排水路の整備）

農業用水等への自然浄化機能付与（植生浄化型農業用排水路の整備）により、排出負荷を削減する。

Ｄ 流域対策
市街地における負
荷削減

地下貯留施設 地下貯留施設により、排出負荷を削減する。
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③ 水質浄化効率による検討 

実現可能性の検討の結果、抽出した水質浄化技術（表  4.2-15～表 

4.2-18）について、水質浄化効率を算出する。 

 

※水質浄化効率の算出方法 

１）グループＡ及びグループＢ：除去率あたりの１m3/s 処理水量あ

たり建設費を算出 

  （水質浄化効率）＝（１m3/s 処理水量あたり建設費）/（除去率） 

２）グループＣ及びグループＤ：霞ヶ浦導水事業による桜川・千波湖

の水質浄化効果に代替する効果を発現するために要するコスト

を算出 

 

水質浄化効率算出に使用する建設費及び除去率は国の実施事例または

公的機関の指針・マニュアルのほか、公的機関・研究機関や関係する学会

等における文献等を可能な範囲で収集した情報を使用する。 

 

水質浄化効率の検討の結果は表 4.2-19～表 4.2-21 のとおり。 

 

表 4.2-19  水質浄化効率の検討の結果（桜川・千波湖） 

 

  

A
湖沼
対策

接触酸化法 接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表
面に形成された付着生物膜を利用して水中の有機物などを吸着・分解により
除去する手法。 85% 20 0.24

A
湖沼
対策

ろ過 浸透ろ過法
（砂ろ過）

砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式
45% 18 0.40

A
湖沼
対策

土壌処理法 土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式
88% 36 0.41

A
湖沼
対策

植生浄化法 水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土
壌と仕切られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂している。基材に
は、ゼオライト等の特殊基材や浮体を用いる場合もある。

23% 12 0.52

A
湖沼
対策

ろ過 マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連
続的にろ過・除去する 45% 31 0.69

A
湖沼
対策

ろ過 長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ
過する 45% 31 0.69

A
湖沼
対策

植生浄化法 植生浄化（引き込み）施設
（湿地法表面流れ方式）

自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導
き、沈殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能により汚濁物質を除去
する。

33% 23 0.70

A
湖沼
対策

ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせ
た浄化方式である。 55% 41 0.75

A
湖沼
対策

土壌処理法 多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子
径の比較的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設による土壌浄化。 91% 75 0.83

A
湖沼
対策

接触酸化法 上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果
などを積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が期待できるものであ
る。通水方向を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を
小さくできる。

29% 28 0.98

A
湖沼
対策

ろ過 活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する
65% 90 1.38

A
湖沼
対策

沈殿 滞水池 ファーストフラッシュなど汚濁負荷の多い流入水を一時貯留し、沈殿させる。
30% 71 2.36

A
湖沼
対策

沈殿 副ダム 湖沼流入部に小規模なダムを建設し、流入河川水を一時滞留させることにて
懸濁態有機物と栄養塩を沈殿・除去する。 30% 71 2.36

A
湖沼
対策

電気化学的
処理法

電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素
を利用して、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質浄化を図る。 54% 162 3.00

技術の概要グループ
対策
場所

方策 水質浄化技術

除去率あたりの１
m3/s処理水量あた

り建設費（億円）
/(m3/s)/(%）

1m3/s処理水量あ
たり建設費（億円）

除去率
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表 4.2-20  水質浄化効率の検討の結果（桜川・千波湖） 

 

 

表 4.2-21  水質浄化効率の検討の結果（桜川・千波湖） 

 

 

 

  

B
河川
対策

接触酸化法

接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ
材、木炭、炭素繊維、不織布、樹
脂粒、貝殻）

河川あるいは人工水路内に礫やプラスチック接触材等を充塡して、接触材表面に形成
された付着生物膜を利用して水中の有機物などを吸着・分解により除去する手法。

85% 20 0.24

B
河川
対策

ろ過
浸透ろ過法
（砂ろ過）

砂ろ過によりSS分をろ過することにより浄化する方式
45% 18 0.40

B
河川
対策

土壌処理法
土壌浄化施設（浸透法） 土壌によるろ過、吸着及び土壌中の微生物による酸化、分解による浄化方式

88% 36 0.41

B
河川
対策

植生浄化法

水耕法 処理槽を設け、抽水植物や花卉等を植栽したもの。基材は土壌、あるいは土壌と仕切
られたシート張り等であり、水中に根茎が密に繁茂している。基材には、ゼオライト等の
特殊基材や浮体を用いる場合もある。

23% 12 0.52

B
河川
対策

沈殿
酸化池法 沈殿分離のほか、藻類、バクテリアによって有機物を酸化、分解する浄化方式で硝

化、脱窒も期待できる 45% 25 0.56

B
河川
対策

ろ過
マイクロストレーナー 藻類などの微生物や浮遊物を回転するドラムに張った微細な金網によって連続的にろ

過・除去する 45% 31 0.69

B
河川
対策

ろ過
長毛ろ過 長毛ろ過布をドラムの外側に張り、ドラムを低速で回転させながら流入水をろ過する

45% 31 0.69

B
河川
対策

植生浄化法
植生浄化（引き込み）施設
（湿地法表面流れ方式）

自然又は人工的に造成された湿地に植物を配した浄化施設に河川水等を導き、沈
殿、土壌への吸着、植物による吸収・分解の機能により汚濁物質を除去する。 33% 23 0.70

B
河川
対策

沈殿

凝集沈殿処理 河川水に鉄塩又はアルミニウム塩を直接添加し、水中に溶存している無機態リンを不
溶性のリン酸化合物として沈殿・除去する手法。水中の微細な懸濁物質の電荷を中和
し、接触・結合させて沈降を促進させる。

55% 41 0.75

B
河川
対策

ろ過 凝集沈殿急速ろ過施設 凝集沈殿急速ろ過施設は、凝集沈殿処理と急速ろ過（砂ろ過）を組み合わせた浄化方
式である。 55% 41 0.75

B
河川
対策

土壌処理法
多段土壌浄化法 改良土壌をレンガ積層状に配置し（混合土壌層）、周囲に通水性の良い粒子径の比較

的均一な資材を充填した（通水層）構造の施設による土壌浄化。 91% 75 0.83

B
河川
対策

接触酸化法

上向流木炭接触酸化法 木炭表面への浮遊性物質の接触沈殿や付着性微生物による生物酸化の効果などを
積極的に利用し、栄養塩類についても一定の除去が期待できるものである。通水方向
を上向流とすることで礫間接触酸化法（横流式）よりも施設面積を小さくできる。

29% 28 0.98

B
河川
対策

ろ過
活性炭浄化法 活性炭を用いて汚濁水中の有機物を吸着する

65% 90 1.38

B
河川
対策

沈殿
滞水池 洪水時（雨天時）初期流出（ファーストフラッシュ）の汚濁負荷の多い河川水を引き込み

貯留し沈殿を促進させる。一時貯留型、流下貯留型、完全貯留型の３種類がある。 30% 71 2.36

B
河川
対策

電気化学的
処理法

電気分解装置 電極版としてアルミ板を使用して生じさせた凝集剤、電解作用で発生する水素を利用し
て、植物プランクトン、微細粒子等を分離して水質浄化を図る。 54% 162 3.00

1m3/s処理水量あ
たり建設費（億円）

除去率あたりの１
m3/s処理水量あた

り建設費（億円）
/(m3/s)/(%）

グループ
対策
場所

方策 水質浄化技術 技術の概要 除去率

Ｃ
湖沼
対策

日照遮断 遮光設備 植物プランクトンの生産条件の１つである光を遮断して、植物プランクトンの増殖を抑制す
る。 約220

Ｄ
流域
対策

農地における浄化 農業用水等への自然浄化機能付与（浄
化型農業用排水路の整備）

農業用水等への自然浄化機能付与（植生浄化型農業用排水路の整備）により、排出負荷
を削減する。

約900

Ｃ
湖沼
対策

植生利用 浮島 浮島を利用して水面上でも植物が生育できる条件を整備し、植物による湖水中の栄養分の
吸収作用等により水質を改善する。 約2800

Ｄ
流域
対策

市街地における負荷
削減

初期雨水掃流負荷の貯留・処理 初期雨水掃流負荷の貯留・処理により、排出負荷を削減する。
約4700

Ｄ
流域
対策

市街地における負荷
削減

地下貯留施設 地下貯留施設により、排出負荷を削減する。
約6400

グループ
対策
場所

方策 水質浄化技術 技術の概要

霞ヶ浦導水事業による桜川・
千波湖の水質浄化効果に代
替する効果を発現するために

要するコスト（億円）



4. 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討の内容 
 

     4-51

④ コストによる検討 

前述の③水質浄化効率による検討において、A～D の各 4 つのグループ

で効率が良いそれぞれ 3 つの水質浄化技術を用いて、それぞれの水質浄

化技術が単独で桜川・千波湖の浄化対策に適用できるとした場合の霞ヶ浦

導水事業による桜川・千波湖の水質浄化効果に代替する効果を発現するた

めに要するコストを算出する。なお、桜川については、霞ヶ浦導水事業以

外の施策の実施により水質目標が達成される。 

コストによる検討の結果は表 4.2-22 のとおり。 

 

表 4.2-22 コストによる検討の結果（桜川・千波湖） 

 
 

  

Ａ 湖沼対策
接触酸化施設（礫、プラスチック、ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ材、
木炭、炭素繊維、不織布、樹脂粒、貝殻） 約60

Ａ 湖沼対策
浸透ろ過法
（砂ろ過）

約70

Ａ 湖沼対策 土壌浄化施設（浸透法） 約70

Ｂ 河川対策
接触酸化施設（礫、プラスチック、ひも状、コンクリート・砕石、浮遊ろ材、
木炭、炭素繊維、不織布、樹脂粒、貝殻） 約650

Ｂ 河川対策
浸透ろ過法
（砂ろ過）

約670

Ｂ 河川対策 土壌浄化施設（浸透法） 約540

Ｃ 湖沼対策 遮光設備 約220

Ｃ 湖沼対策 浮島 約2800

Ｄ 流域対策 農業用水等への自然浄化機能付与（浄化型農業用排水路の整備） 約900

Ｄ 流域対策 初期雨水掃流負荷の貯留・処理 約4700

Ｄ 流域対策 地下貯留施設 約6400

単独で桜川・千波湖の浄
化対策に適用できるとした
場合の霞ヶ浦導水による
桜川・千波湖の水質浄化
効果に代替する効果を発
現するために要するコスト
（億円）

桜川・
千波湖

水域 グループ 対策場所 水質浄化技術
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(2) 複数の水質浄化対策案の立案 

複数の水質浄化対策案の立案に用いる水質浄化技術の抽出で検討した結果、

霞ヶ浦の水質浄化コストが小さい 3 つの水質浄化技術と桜川・千波湖の水質浄

化コストが小さい 3 つの水質浄化技術とを組み合わせて、複数の水質浄化対策

案（霞ヶ浦導水事業を含まない案）を立案する。 

なお、単独で目標が達成されない水質浄化技術はコストで最も小さい水質浄

化技術（霞ヶ浦：下水道放流先変更）を組み合わせて目標を達成させる対策案

を立案する。 

立案にあたっては、下記のとおり組合せを実施する。 

・霞ヶ浦のコストが最も小さい水質浄化技術（下水処理水の放流先変更）に

桜川・千波湖の 3 技術を組合せる。 

・桜川・千波湖のコストが最も小さい水質浄化技術（接触酸化施設（湖））に

霞ヶ浦の 3 技術を組合せる。 

複数の対策案の立案結果は表 4.2-23 のとおり。 

 

表 4.2-23 複数の対策案の立案結果 

 

 

  

湖沼対策 ウェットランド（湖内湖） - - - ○ -

湖沼対策

接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊
ろ材、木炭、炭素繊維、不織布、
樹脂粒、貝殻）

- - - - ○

流域対策 下水処理水の放流先変更 ○ ○ ○ ○ -

湖沼対策

接触酸化施設（礫、プラスチック、
ひも状、コンクリート・砕石、浮遊
ろ材、木炭、炭素繊維、不織布、
樹脂粒、貝殻）

○ - - ○ ○

湖沼対策
浸透ろ過法
（砂ろ過）

- ○ - - -

湖沼対策 土壌浄化施設（浸透法） - - ○ - -

桜川・
千波湖

対策場所 水質浄化技術

霞ヶ浦

水域
対策案

（１）
対策案

（２）
対策案

（３）
対策案

（４）
対策案

（５）
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4.2.4 概略評価による複数の水質浄化対策案の抽出 

検証要領細目において、立案した複数の治水対策案について、治水対策案が多い

場合には、概略評価を行うことにより、2～5 案程度の治水対策案を抽出し、評価

軸評価ごとの評価等を行う旨が規定されている。 

4.2.3.2 複数の水質浄化対策案の立案において立案した複数の水質浄化対策案

は 5 案であり、これらの５案と現計画（霞ヶ浦導水事業）の計 6 案について評価

軸ごとの評価等を実施する。 

対策案(1) 

霞ヶ浦  ： 下水処理水の放流先変更 

桜川・千波湖 ： 接触酸化施設（湖） 

対策案(2) 

霞ヶ浦  ： 下水処理水の放流先変更 

桜川・千波湖 ： 浸透ろ過法（砂ろ過） 

対策案(3)   

霞ヶ浦  ： 下水処理水の放流先変更 

桜川・千波湖 ： 土壌浄化施設（浸透法） 

対策案(4)   

霞ヶ浦  ： ウェットランド（湖内湖）＋下水処理水の放流先変更 

桜川・千波湖 ： 接触酸化施設（湖） 

対策案(5)   

霞ヶ浦  ： 接触酸化施設（湖） 

桜川・千波湖 ： 接触酸化施設（湖） 
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4.2.5 水質浄化対策案を評価軸ごとに評価 

霞ヶ浦導水事業を含む水質浄化対策案と概略評価により抽出された水質浄化対

策案を併せて 6 案（以下では、【０．霞ヶ浦導水事業を含む対策案】を「現計画案」、

【対策案(1) 霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更 桜川・千波湖：接触酸化施設(湖）】

を「対策案（1）」、【対策案(2) 霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更 桜川・千波湖：

浸透ろ過法（砂ろ過）】を「対策案（2）」、【対策案(3)．霞ヶ浦：下水処理水の放流

先変更 桜川・千波湖：土壌浄化施設（浸透法）】を「対策案（3）」、【対策案(4） 

霞ヶ浦：ウェットランド（湖内湖）＋下水道処理水の放流先変更 桜川・千波湖：

接触酸化施設(湖）】を「対策案(4)」、【対策案(5） 霞ヶ浦：接触酸化施設（湖） 桜

川・千波湖：接触酸化施設(湖）】を「対策案(5)」、と表現することとした。）の水

質浄化対策案を抽出し、「検証要領細目」に示されている 7 つの評価軸について評

価を行った。 

その結果を表 4.2-24～表 4.2-27 に示す。 
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表 4.2-24 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討総括整理表（水質浄化） 

 

現計画案 対策案（１） 対策案（２） 対策案（３） 対策案（４） 対策案（５）

霞ヶ浦導水事業 霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：浸透ろ過法（砂ろ過）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：土壌浄化施設（浸透法）

霞ヶ浦：ウェットランド（湖内湖）＋下水処
理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：接触酸化施設（湖）
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

●河川整備計画レベルの目標
を達成できるか

河川整備計画レベルの目標水質を達
成出来る。

現計画案と同程度の目標水質を達成出
来る。

現計画案と同程度の目標水質を達成出
来る。

現計画案と同程度の目標水質を達成出
来る。

現計画案と同程度の目標水質を達成出
来る。

現計画案と同程度の目標水質を達成出
来る。

●目標を上回る汚濁負荷が発
生した場合にどのような状態と
なるか

【河川整備計画レベルの汚濁負荷の場
合】
・目標水質を達成出来る。

【河川整備計画レベルより大きい汚濁
負荷が発生した場合】
・目標水質は達成出来ない。

【河川整備計画レベルの汚濁負荷の場
合】
・目標水質を達成出来る。

【河川整備計画レベルより大きい汚濁負
荷が発生した場合】
・目標水質は達成出来ない。

【河川整備計画レベルの汚濁負荷の場
合】
・目標水質を達成出来る。

【河川整備計画レベルより大きい汚濁負
荷が発生した場合】
・目標水質は達成出来ない。

【河川整備計画レベルの汚濁負荷の場
合】
・目標水質を達成出来る。

【河川整備計画レベルより大きい汚濁負
荷が発生した場合】
・目標水質は達成出来ない。

【河川整備計画レベルの汚濁負荷の場
合】
・目標水質を達成出来る。

【河川整備計画レベルより大きい汚濁負
荷が発生した場合】
・目標水質は達成出来ない。

【河川整備計画レベルの汚濁負荷の場
合】
・目標水質を達成出来る。

【河川整備計画レベルより大きい汚濁負
荷が発生した場合】
・目標水質は達成出来ない。

●段階的にどのように目標が
確保されていくのか(例えば、
5、10年後)

【10年後】
・霞ヶ浦導水事業は完成し、霞ヶ浦及び
桜川・千波湖で目標水質は達成される
と想定される。

※予算の状況等により変動する場合が
ある。

【10年後】
・下水処理水の放流施設の移設及び接触
酸化施設の設置が完了し、霞ヶ浦及び桜
川・千波湖で目標水質は達成されると想
定される。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

【10年後】
・下水処理水の放流施設の移設及び浸透
ろ過法（砂ろ過）施設の設置が完了し、
霞ヶ浦及び桜川・千波湖で目標水質は達
成されると想定される。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

【10年後】
・下水処理水の放流施設の移設及び土壌
浄化施設（浸透法）の設置が完了し、霞ヶ
浦及び桜川・千波湖で目標水質は達成さ
れると想定される。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

【10年後】
・ウェットランドの設置、下水処理水の放
流施設の移設及び接触酸化施設の設置
が完了し、霞ヶ浦及び桜川・千波湖で目
標水質は達成されると想定される。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

【10年後】
・接触酸化施設の設置が完了し、霞ヶ浦
及び桜川・千波湖で目標水質は達成され
ると想定される。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

●どの範囲でどのような効果が
確保されていくのか（上下流や
支川等における効果）

・霞ヶ浦及び桜川・千波湖において目
標水質を達成できる。

・霞ヶ浦及び桜川・千波湖においては現
計画案と同程度の目標水質を達成でき
る。

・霞ヶ浦及び桜川・千波湖においては現
計画案と同程度の目標水質を達成でき
る。

・霞ヶ浦及び桜川・千波湖においては現
計画案と同程度の目標水質を達成でき
る。

・霞ヶ浦及び桜川・千波湖においては現
計画案と同程度の目標水質を達成でき
る。

・霞ヶ浦及び桜川・千波湖においては現
計画案と同程度の目標水質を達成でき
る。

●完成までに要する費用はど
のくらいか

約160億円
(水質浄化分）

※霞ヶ浦導水事業残事業費 約160億
円（水質浄化分）については、事業等の
点検に示す残事業費約440億円に、河
川法70条の2政令38条の5に基づき、身
替り建設費を算出し、その金額の合計
額に対するその金額の比率を乗じて算
出した。

約420億円 約440億円 約430億円 約550億円 約500億円

●維持管理に要する費用はど
のくらいか

約490百万円／年
(水質浄化分）

約150百万円／年 約470百万円／年 約160百万円／年 約410百万円／年 約450百万円／年

●その他費用（ダム中止に伴っ
て発生する費用等）はどれくら
いか

【中止に伴う費用】
・発生しない。

【関連して必要となる費用】
・発生しない。

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策
等に4億円程度が必要と見込んでいる。
・国が事業を中止した場合には、利水者
負担金の還付が発生する。なお、これま
での利水者負担金の合計は約690億円で
ある。
※費用はいずれも共同費ベース

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策
等に4億円程度が必要と見込んでいる。
・国が事業を中止した場合には、利水者
負担金の還付が発生する。なお、これま
での利水者負担金の合計は約690億円で
ある。
※費用はいずれも共同費ベース

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策
等に4億円程度が必要と見込んでいる。
・国が事業を中止した場合には、利水者
負担金の還付が発生する。なお、これま
での利水者負担金の合計は約690億円で
ある。
※費用はいずれも共同費ベース

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策
等に4億円程度が必要と見込んでいる。
・国が事業を中止した場合には、利水者
負担金の還付が発生する。なお、これま
での利水者負担金の合計は約690億円で
ある。
※費用はいずれも共同費ベース

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策
等に4億円程度が必要と見込んでいる。
・国が事業を中止した場合には、利水者
負担金の還付が発生する。なお、これま
での利水者負担金の合計は約690億円で
ある。
※費用はいずれも共同費ベース

水質浄化対策案と実施内容の概要

評価軸と評価の考え方
水質改善

コスト
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表 4.2-25 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討総括整理表（水質浄化） 

 

現計画案 対策案（１） 対策案（２） 対策案（３） 対策案（４） 対策案（５）

霞ヶ浦導水事業 霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：浸透ろ過法（砂ろ過）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：土壌浄化施設（浸透法）

霞ヶ浦：ウェットランド（湖内湖）＋下水処
理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：接触酸化施設（湖）
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

●土地所有者等の協力の見通
しはどうか

・霞ヶ浦導水事業に必要な用地取得は
既に土地所有者等の御理解・御協力を
得て、100％完了しているものの、区分
地上権の権利設定については、利根導
水路は100％完了、石岡トンネル区間
では約96％完了、土浦トンネル区間で
は0 ％となっており、一部の区分地上
権の権利設定は残っている。

・新たに用地買収（約13,100m2)が必要と
なるが、土地所有者等に説明等を行って
いない。

・新たに用地買収（約1,600m2)が必要とな
るが、土地所有者等に説明等を行ってい
ない。

・用地買収（約11,000m2)が必要となるが、
土地所有者等に説明等を行っていない。

・新たに用地買収（約13,100m2)が必要と
なるが、土地所有者等に説明等を行って
いない。

・新たに用地買収（約121,100m2)が必要と
なるが、土地所有者等に説明等を行って
いない。

●その他の関係者との調整の
見通しはどうか

・霞ヶ浦導水事業に伴い、長期間、漁
業関係者との調整を行ってきており、既
にご理解を得られている漁業関係者も
いるが、今後、さらに調整を行う必要が
ある。

・新たな下水道放流先（鹿島灘）の水質影
響に対する漁業関係者との調整が必要に
なる。
・下水道放流先の変更はそれに関連した
関係機関等との調整が必要になる。

・接触酸化施設による千波湖の水質浄化
はそれに関連した関係機関等との調整が
必要になる。

・新たな下水道放流先（鹿島灘）の水質影
響に対する漁業関係者との調整が必要に
なる。
・下水道放流先の変更はそれに関連した
関係機関等との調整が必要になる。

・浸透ろ過法（砂ろ過）による千波湖の水
質浄化はそれに関連した関係機関等との
調整が必要になる。

・新たな下水道放流先（鹿島灘）の水質影
響に対する漁業関係者との調整が必要に
なる。
・下水道放流先の変更はそれに関連した
関係機関等との調整が必要になる。

・土壌浄化施設（浸透法）による千波湖の
水質浄化はそれに関連した関係機関等と
の調整が必要になる。

・新たな下水道放流先（鹿島灘）の水質影
響に対する漁業関係者との調整が必要に
なる。
・下水道放流先の変更はそれに関連した
関係機関等との調整が必要になる。

・接触酸化施設による千波湖の水質浄化
はそれに関連した関係機関等との調整が
必要になる。

・接触酸化施設による霞ヶ浦の水質浄化
はそれに関連した関係機関等との調整が
必要になる。

・接触酸化施設による千波湖の水質浄化
はそれに関連した関係機関等との調整が
必要になる。

●法制度上の観点から実現性
の見通しはどうか

・現行法制度のもとで霞ヶ浦導水事業
を実施することは可能である。

・現行法制度のもとで対策案を実施するこ
とは可能である。

・現行法制度のもとで対策案を実施するこ
とは可能である。

・現行法制度のもとで対策案を実施するこ
とは可能である。

・現行法制度のもとで対策案を実施するこ
とは可能である。

・現行法制度のもとで対策案を実施するこ
とは可能である。

●技術上の観点から実現性の
見通しはどうか

・技術上の観点から、実現性の隘路と
なる要素はない。

・技術上の観点から、実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から、実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から、実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から、実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から、実現性の隘路となる
要素はない。

持続性 ●将来にわたって事業やその
効果が持続可能といえるか

・継続的な監視や観測が必要となる
が、管理実績もあり、適切な維持管理
により持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

柔軟性 ●地球温暖化に伴う気候変化
や社会環境の変化など、将来
の不確実性に対する柔軟性は
どうか

・霞ヶ浦導水事業は、トンネル径の拡幅
による導送水量を増加させることは、技
術的には困難である。

・下水道放流先の変更は、下水道処理施
設の計画処理水量までしか対応しないた
め、計画処理水量全量の放流先を変更し
た場合の効果以上の効果は発現しない。

・下水道放流先の変更は、下水道処理施
設の計画処理水量までしか対応しないた
め、計画処理水量全量の放流先を変更し
た場合の効果以上の効果は発現しない。

・下水道放流先の変更は、下水道処理施
設の計画処理水量までしか対応しないた
め、計画処理水量全量の放流先を変更し
た場合の効果以上の効果は発現しない。

・下水道放流先の変更は、下水道処理施
設の計画処理水量までしか対応しないた
め、計画処理水量全量の放流先を変更し
た場合の効果以上の効果は発現しない。

・施設の増設により技術的には可能であ
るが、土地所有者の協力等が必要となる
と想定されるため、柔軟に対応することは
容易ではない。

地域社会へ
の影響

●事業地及びその周辺への影
響はどの程度か

・大きな影響は特に予想されない。 ・新たに取得する用地（約13,100m2)の一
部で土地の改変を行うこととなる。

・新たに取得する用地（約1,600m2)の一部
で土地の改変を行うこととなる。

・新たに取得する用地（約11,000m2)の一
部で土地の改変を行うこととなる。

・新たに取得する用地（約13,100m2)の一
部で土地の改変を行うこととなる。

・新たに取得する用地（約121,100m2)の一
部で土地の改変を行うこととなる。

●地域振興に対してどのような
効果があるか

・水質の改善が地域振興ポテンシャル
の顕在化の契機にはなり得る。

・水質の改善が地域振興ポテンシャルの
顕在化の契機にはなり得る。

・水質の改善が地域振興ポテンシャルの
顕在化の契機にはなり得る。

・水質の改善が地域振興ポテンシャルの
顕在化の契機にはなり得る。

・水質の改善が地域振興ポテンシャルの
顕在化の契機にはなり得る。

・水質の改善が地域振興ポテンシャルの
顕在化の契機にはなり得る。

水質浄化対策案と実施内容の概要

評価軸と評価の考え方
実現性
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表 4.2-26 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討総括整理表（水質浄化） 

 

現計画案 対策案（１） 対策案（２） 対策案（３） 対策案（４） 対策案（５）

霞ヶ浦導水事業 霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：浸透ろ過法（砂ろ過）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：土壌浄化施設（浸透法）

霞ヶ浦：ウェットランド（湖内湖）＋下水処
理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：接触酸化施設（湖）
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

地域社会へ
の影響

●地域間の利害の衡平への配
慮がなされているか

・水質浄化を目的として那珂川から桜
川・千波湖、那珂川及び利根川から
霞ヶ浦へ導水することとなるが、取水に
よる影響については、取水制限流量を
設定することにより、利根川下流部及
び那珂川下流部の流水の正常な機能
を維持するため必要な流量に更に余裕
をみた流量を確保する措置を講じてい
る。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、地域間の利害の不衡平は
生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、地域間の利害の不衡平は
生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、地域間の利害の不衡平は
生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、地域間の利害の不均衡は
生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、地域間の利害の不衡平は
生じない。

環境への影
響

●水環境に対してどのような影
響があるか

・霞ヶ浦導水事業完成により、桜川・千
波湖及び霞ヶ浦の水質が改善される。

・霞ヶ浦導水事業完成後の影響につい
て、シミュレーション結果によると、水質
への影響は小さいと予測される。
　なお、生物の移送に関する環境保全
措置を講じることにより、SSなども改善
されると予測される。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善される。

・下水道放流先の海域において水質への
影響がある可能性がある。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善される。

・下水道放流先の海域において水質への
影響がある可能性がある。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善される。

・下水道放流先の海域において水質への
影響がある可能性がある。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善される。

・下水道放流先の海域において水質への
影響がある可能性がある。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善される。

●土砂流動がどう変化し、下流
河川・海岸にどのように影響す
るか

・影響は想定されない。 ・影響は想定されない。 ・影響は想定されない。 ・影響は想定されない。 ・影響は想定されない。 ・影響は想定されない。

・下水道放流先の海域において生息、生
育環境への影響がある可能性がある。

・下水道放流先の海域において生息、生
育環境への影響がある可能性がある。

・影響は想定されない。・下水道放流先の海域において生息、生
育環境への影響がある可能性がある。

●生物の多様性の確保及び流
域の自然環境全体にどのよう
な影響があるか

水質浄化対策案と実施内容の概要

評価軸と評価の考え方

・霞ヶ浦導水事業の完成後の影響につ
いて、取水による魚類の迷入の可能性
があるため、必要に応じて環境保全対
策を講じる必要がある。

・異なる水系の水を導送水することによ
る生物の移送の可能性があるため、必
要に応じて環境保全措置を講じる必要
がある。

・なお、那珂機場の工事による直接改
変による生息、生育環境の変化は小さ
いと想定される。

・下水道放流先の海域において生息、生
育環境への影響がある可能性がある。
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表 4.2-27 霞ヶ浦導水事業検証に係る検討総括整理表（水質浄化） 

 

 

 

 

現計画案 対策案（１） 対策案（２） 対策案（３） 対策案（４） 対策案（５）

霞ヶ浦導水事業 霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：浸透ろ過法（砂ろ過）

霞ヶ浦：下水処理水の放流先変更
桜川・千波湖：土壌浄化施設（浸透法）

霞ヶ浦：ウェットランド（湖内湖）＋下水処
理水の放流先変更
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

霞ヶ浦：接触酸化施設（湖）
桜川・千波湖：接触酸化施設（湖）

環境への影
響

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善されることにより、
霞ヶ浦では「泳げる霞ヶ浦」及び「遊べる
河川」が実現すると想定される。また、千
波湖や桜川下流においてアオコによる景
観の悪化や悪臭の発生などが改善され、
親水性が向上すると想定される。

・土地の直接改変を伴う工事があることか
ら、周辺の眺望景観へ与える影響及び人
と自然との触れ合いに与える影響がある
可能性がある。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善されることにより、
霞ヶ浦では「泳げる霞ヶ浦」及び「遊べる
河川」が実現すると想定される。また、千
波湖や桜川下流においてアオコによる景
観の悪化や悪臭の発生などが改善され、
親水性が向上すると想定される。

・土地の直接改変を伴う工事があることか
ら、周辺の眺望景観へ与える影響及び人
と自然との触れ合いに与える影響がある
可能性がある。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善されることにより、
霞ヶ浦では「泳げる霞ヶ浦」及び「遊べる
河川」が実現すると想定される。また、千
波湖や桜川下流においてアオコによる景
観の悪化や悪臭の発生などが改善され、
親水性が向上すると想定される。

・土地の直接改変を伴う工事があることか
ら、周辺の眺望景観へ与える影響及び人
と自然との触れ合いに与える影響がある
可能性がある。

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善されることにより、
霞ヶ浦では「泳げる霞ヶ浦」及び「遊べる
河川」が実現すると想定される。また、千
波湖や桜川下流においてアオコによる景
観の悪化や悪臭の発生などが改善され、
親水性が向上すると想定される。

・土地の直接改変を伴う工事があることか
ら、周辺の眺望景観へ与える影響及び人
と自然との触れ合いに与える影響がある
可能性がある。

●景観、人と自然との豊かな触
れ合いにどのような影響がある
か

・対策案の完成により、桜川・千波湖及び
霞ヶ浦の水質が改善されることにより、
霞ヶ浦では「泳げる霞ヶ浦」及び「遊べる
河川」が実現すると想定される。また、千
波湖や桜川下流においてアオコによる景
観の悪化や悪臭の発生などが改善され、
親水性が向上すると想定される。

・土地の直接改変を伴う工事があることか
ら、周辺の眺望景観へ与える影響及び人
と自然との触れ合いに与える影響がある
可能性がある。

水質浄化対策案と実施内容の概要

評価軸と評価の考え方
・霞ヶ浦導水事業の完成により、桜川・
千波湖及び霞ヶ浦の水質が改善される
ことにより、霞ヶ浦では「泳げる霞ヶ浦」
及び「遊べる河川」が実現すると想定さ
れる。また、千波湖や桜川下流におい
てアオコによる景観の悪化や悪臭の発
生などが改善され、親水性が向上する
と想定される。

・土地の直接改変を伴う工事がほとん
ど無いため、周辺の眺望景観へ与える
影響及び人と自然との触れ合いに与え
る影響は小さいと想定される。
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